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「金融をもっと近くに」
する地域密着の
グローバル企業

金融をもっと近くに。
一人ひとりに向き合い、
まいにちのくらしを 
安心とよろこびで彩る。

当社グループは、Our Purposeのもと、誰もが心豊かで幸せに暮らせる持続可能な社会の実現、平和に貢献することを
目指し、その実現に向けて、中長期的に当社事業に影響を及ぼす重要な社会課題（マテリアリティ）を特定しています。

サステナビリティ推進体制

サステナビリティ基本方針
　当社グループは、事業活動を通じて創出する経済価値と地域社会が享受する社会価値の双
方が両立するサステナビリティ経営を推進するため、2021年に「AFSサステナビリティ基本方
針」を策定しました。当社グループが、地域社会やお客さま、お取引先さまなどのすべてのス
テークホルダーとともに、能動的、積極的にサステナビリティ活動を推進するための原則を定
め、事業運営の全ての意思決定にサステナビリティの視点を取り込み、自然環境や社会システ
ムと一体となった長期的な価値創造を実践することを基本方針として定めています。
　2023年には、当社グループの「存在意義」である「Our Purpose」を公表しています。
イオングループの一員として「イオンの基本理念」、「イオングループ未来ビジョン」と「Our 
Purpose」のもと、従業員の一人ひとりがステークホルダーの皆さまの豊かな生活の実現に向
けて主体的かつ自律的に行動し、社会課題の解決に取り組んでいます。2026年度から2030
年度までを対象とする中期経営計画においては、ありたい姿として「『金融をもっと近くに』
する地域密着のグローバル企業」を掲げ、金融を通じてお客さまの日常に寄り添いながら、
持続可能な社会の実現に貢献する企業グループへの進化を目指しています。

推進体制
　当社は、取締役会からの委嘱を受けてサステナビリティ委員会を設置しています。サステナ
ビリティへの対応を欠かすことのできない経営上の重要な取り組みのひとつであると認識して
おり、サステナビリティ課題の監督は取締役会が行い、執行管理と取締役会への報告はサステ
ナビリティ委員会が実施しております。また、同委員会の委員長を代表取締役兼社長執行役員
とすることで、サステナビリティ課題に全社的に取り組んでいます。

取締役会
　取締役会は、サステナビリティ課題への対応を経営上の重要事項として認識し、その推進・
監督を担っています。気候変動を含むサステナビリティに関する重要事項については、サステ
ナビリティ委員会での審議を経て取締役会が決定し、同委員会からの定期的な報告を通じて取
り組み状況を把握するとともに、必要な指導・助言および監督を行っています。

サステナビリティ委員会
　サステナビリティ委員会は、サステナビリティ経営を通じた企業価値向上を目的として設置し、
原則として四半期ごとに開催しています。当委員会は、サステナビリティに関する重要事項の
意思決定機関として、方針・戦略や重要事項の審議、KPIの承認・見直しを行っています。また、
サステナビリティ部会に対して方針や施策の推進に関する指示を行うとともに、その進捗状況
をモニタリングしています。審議結果や活動状況は定期的に取締役会へ報告しています。

取締役会

指示

監督 報告

報告

サステナビリティ委員会（四半期開催）

役割

意思決定の場
•方針決定／重要事項審議
•KPI承認・見直し
•取締役会への報告

委員
•社長（委員長）
•常勤取締役
•委員長が指名する者

オブザーバー •各社社長（サステナビリティ責任者）
•監査役 など

サステナビリティ部会（四半期開催）

役割

実行管理の場
•KPI進捗モニタリング
•課題抽出・改善策検討
•グループ各社横断での共有・横展開

参加者

•人事総務本部長（部会長）
•実務責任者
（原則、各主要指標を所管する部門の部室長）
・各社サステナビリティ担当者

AFSグループのマテリアリティ（重要課題）

革新的な金融サービスを通じた幸せの追求

人材の多様性と可能性の発揮

レジリエントな経営基盤の確立

気候変動等への対応

持続可能な
社会の

実現を通じた
「平和への貢献」

イオンフィナンシャルサービスのサステナビリティ

2030年のありたい姿

Our
Purpose

サステナビリティ基本方針
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イオンフィナンシャルサービスのサステナビリティ

SASB （サ ス テ ナ ビ リ
ティ会計基準審議会）が
特定している重要課題
などをベースに、23課
題のユニバースを設定

機関投資家とNGOの関
心事についてデータベー
スの活用などを通じ、重要
性を評価

中長期的にAFSグルー
プの各社事業に与える
影響の大きさを踏まえ、
重要性を評価

ステークホルダーとAFS
グループにとっての重
要性をマッピングし、取
締役会にて承認

STEP1
課題ユニバースの
抽出

STEP2
ステークホルダーの
重要性評価

STEP3
AFSグループの
重要性評価

STEP4
マテリアリティの
特定

マテリアリティ特定プロセス
　当社グループでは、中長期的に当社事業へ影響を及ぼすマテリアリティ（重要課題）を下記の
４つのステップで特定しました。

マテリアリティマップ
　当社グループでは、「ステークホルダーの重要性」、「AFSグループの重要性」を考慮し、

「非常に重要」６つの課題、「重要」８つの課題に加え、当社グループにとって特に重要性の高い
５つの課題を追加した19課題をマテリアリティとして特定しました。

非常に
重要

•資源の有効利用
•ステークホルダーエンゲージメント
•サプライチェーンマネジメント

 

•顧客責任
•企業倫理とコンプライアンス
•情報セキュリティ
•人権
•気候変動への対応
•ダイバーシティ&インクルージョン

•地域社会への貢献
•ビジネスモデルのレジリエンス

AFSグループの重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
重
要
性 •廃棄物管理

•水資源の有効利用
•大気汚染

•生物多様性の保全

•労働慣行
•リスクマネジメント
•サステナブルファイナンス
•労働安全衛生

•コーポレート・ガバナンス
•ファイナンシャル・インクルージョンと
 金融教育
•技術革新とイノベーション
•人材の確保と維持、人材開発

非常に
重要

重要

重要
重要 非常に重要

サステナビリティを企業価値向上につなげる
　当社グループでは、サステナビリティを事業活動と切り離された取
り組みではなく、持続的な成長と企業価値創造につながる重要な経営
課題として位置付けています。サステナビリティ基本方針の策定やマ
テリアリティの特定を通じて取り組みの方向性を明確にしてきました
が、その実効性をより高めるため、2025年度下期にはサステナビリ
ティ室を設置し、グループ横断で推進する体制を整えました。2026
年度から始動した中期経営計画においても、サステナビリティの視点
を踏まえながら事業成長と経営基盤の強化を進めています。また、
2030年主要指標の進捗モニタリングを開始し、非財務の取り組みと
事業活動や財務成果とのつながりを把握することで、より実効性の高
い取り組みへとつなげていきます。今後も環境課題への対応や地域・社会との共生に向けた
活動を着実に推進するとともに、海外子会社の先進事例の共有・展開を通じて、グループ全
体のサステナビリティへの取り組みをさらに高め、持続的な成長と企業価値向上に貢献して
いきます。

サステナビリティ室長メッセージ

イオンフィナンシャル
サービス（株） 
サステナビリティ室 
室長

鳴海 佳菜

<2025年度 議案一覧＞
• サステナビリティ基本方針改定審議
• サステナビリティ委員会・部会　運営方針の確認
• 2024年度の振り返りおよび2025年度の活動計画
• �マテリアリティに係る2030年度の取り組み事項・主要指標の2024年度実績開示および

2025年度の進捗確認
• GHG排出量集計結果報告およびScope3開示項目拡大提案

サステナビリティ部会
　サステナビリティ部会は、サステナビリティ委員会の下部組織として、施策の実行管理を担っ
ています。人事総務本部長を部会長とし、原則として四半期ごとに開催しています。当部会で
は、KPIの進捗モニタリング、課題の抽出・改善策の検討、グループ各社における取り組みの共
有・横展開を行うとともに、活動状況や施策の進捗をサステナビリティ委員会へ報告し、継続的
な改善につなげています。
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取り組み事項 主要指標（2030年） 関連ページ

人
権

革新的な金融サービスを
通じた幸せの追求

安全・安心で革新的な金融サービスの提供や、
誰もが金融サービスにアクセスできるインフラ
の構築、ならびに金融リテラシーの向上を推進
し、お客さまのより豊かな生活と幸せを追求し
ます。

■�顧客責任
■��ファイナンシャル・インクルージョンと

金融教育
■��技術革新とイノベーション
■��サステナブルファイナンス
■��地域社会への貢献

安全・安心、かつ誰もがアクセスしやすい金融イ
ンフラを提供する

■�全金融商品・サービスのデジタル提供と、お客さまが安心してご利用できる
セキュリティ対応の継続更新

■��事業展開国において、決済サービスを越境（ボーダレス）で提供

P.50～54

顧客体験の向上に向けたDXを推進する ■��DX推進人材の育成、確保

金融サービスを通じて地域社会の発展に貢献す
る

■��金融包摂の取り組み推進
■��地域やコミュニティとの連携
■��金融サービスを通じた災害対応支援

金融教育を通じ、お客さま・お取引先さま・従業
員の生活を豊かにする

■��金融教育累計受講者数50万人
　国内：35万人
　海外：15万人

社会・環境の変化に配慮した資金運用と資金調
達を実現する

■��サステナブル投融資方針の検討
■��サステナブルファイナンスの実行

人材の多様性と
可能性の発揮

従業員の人間性と多様性を尊重し、個々の能力
が最大限に発揮されるとともに、誰もが働きが
いを感じる職場環境を実現することで、チーム
としての目標達成を目指します。

■�ダイバーシティ＆インクルージョン
■�人材確保と維持、人材開発
■��労働慣行
■��労働安全衛生 従業員の多様性を尊重し柔軟で働きがいのある

職場環境を構築する

■�女性管理職比率　執行役員30%、部長職30%
■�障がい者雇用率3%（国内）
■��PRIDE指標取得（国内）
■��男性育児休暇取得率100%（国内）
■��従業員トレーニングの充実
■��従業員のエンゲージメントの向上

P.55～63

レジリエントな
経営基盤の確立

高い倫理観と規律ある人材育成および現場へ
の権限委譲による迅速かつ柔軟な意思決定を
実行します。
バリューチェーン全体におけるリスクマネジメン
ト、経営管理の高度化によるガバナンスの進化
ならびに強靭な企業体質の構築を目指します。

■�企業倫理とコンプライアンス
■情報セキュリティ
■コーポレート・ガバナンス
■�リスクマネジメント
■�ビジネスモデルのレジリエンス
■�サプライチェーンマネジメント
■�ステークホルダーエンゲージメント

ステークホルダーからの信頼を向上させるガバ
ナンス体制を構築する

■�法令等遵守
■インシデントによる業務停止件数
■�サステナビリティ指標の役員報酬への組入れ検討
■�外部ESG格付評価向上
■�災害などでの経営危機発生時における迅速・適切な対応による被害最小化、

事業維持、早期復旧（BCP）
■�ガバナンス意識の醸成

P.64～82

気候変動等への対応

当社グループの提供する商品やサービスを通
じ、お客さまや地域コミュニティと一体となって
脱炭素化に取り組むべくビジネスモデルの転換
により資源の有効活用を進めてまいります。

■�気候変動への対応
■��資源の有効利用

脱炭素社会に資する金融サービスを提供する
■�環境保全サステナビリティ活動の推進
■�省エネルギー推進による温室効果ガス排出量削減
■環境配慮型商品・サービスの提供

P.83～89

AFSグループにおけるマテリアリティ

持続可能な社会の実現を通じた「平和」への貢献

イオンフィナンシャルサービスのサステナビリティ

　さらに、マテリアリティを４つの分野に体系的に分類し、それぞれに対して取り組み事項および
2030年の主要指標を設定しながら、課題解決に向けて当社グループ全体で進めています。
　Our Purposeのもと、お客さまと地域に最も貢献できる企業グループであるため、従業員
一人ひとりが自律的に考え、行動して、変革に挑み続けてまいります。

マテリアリティの取り組み事項・主要指標
　マテリアリティマップから導き出し、特定した19のマテリアリティを包含する最上位の概念と
して、「持続可能な社会の実現を通じた『平和』への貢献」を掲げています。日々お客さまに接す
るイオングループの金融事業は、「人権」や「顧客責任」、「ダイバーシティ&インクルージョン」、

「金融教育」など、お客さまや従業員も含めた「人」に深く関わりながら社会課題の解決に取り組
んでいます。 ■革新的な金融サービスを通じた幸せの追求	 ■人材の多様性と可能性の発揮

■レジリエントな経営基盤の確立	 ■気候変動等への対応
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当社グループは、グローバルな事業活動において、自社従業員、取引先・委託先、お客さまをはじめとする全てのステークホルダーの人権を尊重することを、
重要な社会的責任であり経営活動の一環と位置付け、事業活動に内在する人権リスクの特定・評価、防止・軽減、情報開示、救済を継続的に推進しています。

人権方針
策定の背景
　イオングループでは「イオンの人権基本方針」を定め、グループ全体での人権尊重の取り組
みを推進してきました。一方で、当社グループは総合金融事業を主軸とし、日本を含むアジア
各国においてグローバルな事業を展開しているという特性があります。製造業のサプライチェー
ンにおける強制労働や低賃金といった課題とは異なり、金融事業では職場内のハラスメント、
委託先・ビジネスパートナーとの取引における人権課題、コンタクトセンターや店舗で働く従業員
の人権保護、カスタマーハラスメントといった固有の課題が重要なテーマとなります。
　また、各国・各社で人権に対する理解や運用に差異があることから、当社グループとして共
通の人権に対する考え方と行動原則を定め、国内外の全てのグループ会社が同じ方向性で人
権デュー・ディリジェンスに取り組む体制を整備することが急務となっていました。こうした背
景を踏まえ、2025年度に「イオンフィナンシャルサービスグループ人権方針」を新たに策定しま
した。

方針の概要
　本方針は「イオンの人権基本方針」を基盤とし
ながら、当社グループの事業特性に応じた独自
の内容を盛り込んでいます。
　取締役会での承認を経て正式に制定し、Web
サイトおよび各社の社内ポータルなどで広く周知
しています。

「イオンフィナンシャルサービスグループ人権方針」の詳細はこちら
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/human_rights/

人権デュー・ディリジェンスサイクル
　方針策定、影響の特定・評価、負の影響の防止・軽減、実効性評価、情報開示、救済という
PDCAサイクルで運用し、継続的な改善につなげています。

2025年度の重点人権課題と主な取り組み
　当社グループ事業における重要な人権リスクを評価・特定し、自社・従業員、取引先・委託
先、お客さまに関する重点人権課題を設定しました。主管部署を中心に防止・軽減策を推進
するとともに、今後もステークホルダーの人権を尊重し、継続的な改善に取り組みます。

人権に対する取り組み
イオンフィナンシャルサービスのサステナビリティ

救済受付・是正対応

人権への影響の特定・評価 負の影響の防止・軽減

取り組みの実効性の評価社内外への説明・情報開示

方針：人権尊重・責任への約束

相談窓口の周知徹底 社内啓発・社内体制整備ステークホルダー
（従業員・取引先・お客さま）との対話

対象 重点課題 主な取り組み 実績

自社・
従業員

法令・
社会規範遵守／
ハラスメント防止

全従業員を対象に人権・ハラスメント研修を実施 
（国内80カ所・7,000人）
カスタマーハラスメント対応宣言を改定・公表

受講率100％を達成

取引先・
委託先

法令・
社会規範遵守

国内主要取引先407社を対象に人権・労働環境・ 
職場環境に関するアンケートを実施

回収率100％を達成。追加確認が必要と 
判断された取引先へヒアリングと改善対応
を実施

お客さま ハラスメント防止 顧客対応部門を中心に接客モニタリングを実施
全従業員を対象に顧客満足度研修を実施

接客モニタリングを実施(700人)
品質評価・自己点検・再発防止教育を実施

イオンの
人権基本方針

イオンの
基本理念

イオンフィナンシャル
サービス

グループ人権方針

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/human_rights/
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/human_rights/
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顧客体験の向上に向けたDXを推進する
決済を起点としてイオングループにおける商品・サービス・生活基盤をシームレスに提供するイオン生活圏の構築、およびア
ジア各国のデジタル成熟度に合わせたデジタルソリューションの提供によるデジタル金融包摂への取り組みを進めております。
金融サービスを提供する事業を通じて、各国・地域でお客さまが抱える社会課題を明確にして、長期的な視点に立ち取り組ん
でまいります。

　私たちを取り巻く環境は急速に変化し、お客さまの価値観やライフスタイルはますます多様化
しています。また、AIをはじめとするデジタル技術の進化は、金融サービスのあり方そのもの
を大きく変えつつあります。一方で、お客さまには、より便利でパーソナライズされたサービス
と同時に、安全・安心に利用できる信頼性の高いサービスが求められています。
　当社グループは、Our Purposeの実現に向け、2030年のありたい姿として「『金融をもっと
近くに』する地域密着のグローバル企業」を掲げています。この実現の鍵となるのがデータと
AIの活用であり、「稼ぐ力の発揮」「高効率経営への転換」「安全・安心No.1」を基本方針のもと、
新たなDX戦略を通じてビジネスモデルの変革に取り組んでいます。
　当社グループ最大の強みは、イオングループが有する国内外のリアル接点とデジタル接点、
そして「小売×金融」の豊富なデータ資産です。私たちは、この強みを活かし、データとAIを全
社共通基盤として整備しながら、お客さま体験（CX）、業務運営（OX）、経営高度化（MX）、従業
員の働き方（EX）の4つの変革を一体的に推進していきます。
　国内ではAEON Payを起点として、決済・銀行・保険・融資などの金融サービスと、イオン
グループの商品・サービスをシームレスにつなぎ、お客さま一人ひとりに最適なタイミングで価
値を提供する「イオン生活圏」の実現を目指します。さらに、小売データと金融データを融合した

高度なデータ活用により、お客さまのライフステージやニーズに寄り添ったパーソナライズドな
金融サービスを提供してまいります。
　また、業務運営においては、AIエージェントや生成AIを活用した業務変革を進め、「人が業務
を遂行する世界」から「AIが業務を支援し、人がより高度な判断と価値創造に集中する世界」へ
の転換を図ります。これにより生産性向上とガバナンス強化を実現するとともに、従業員一人
ひとりが創造的な業務に挑戦できる環境づくりを進めていきます。
　DXは単なるデジタル化ではなく、事業と組織、そして企業文化を変革する取り組みです。私た
ちはデータとAIの力を最大限に活用し、イオングループならではの安全・安心、便利でおトクな顧
客体験を提供するとともに、お客さまの暮らしに寄り添う新たな価値を創造し続けてまいります。

DX担当役員メッセージ

データとAIの力で、
「金融をもっと近くに」する

新たな顧客体験を創造する LTV
最大化

データ（=集める）タッチポイント（=わかりやすく） バリューチェーン（=AEON Payを起点に）

ショッピング

保険

を起点

最適な
保険提案

投資信託

オンライン
相談

ご利用状況に応じて
ご利用可能
枠増額案内

ショッピング

データからお客さまを理解し、
各事業が有機的につながり、一人ひとりのお客さまへ、

最適なタイミングで提案する。

各事業
横断的

データ取得

最適な
顧客接点

最適な
コンタクト
センター

1つのアプリ

1つのHP

リ
ア
ル

デ
ジ
タ
ル

UP!

UP

対面相談
予約案内

クレジットカード情報
• 属性･購買履歴
• イオンPOS取引履歴等

イオン銀行情報
• 属性･口座取引履歴
• ローン履歴等

保険事業情報
債権管理情報
B to B事業情報等

データ活用基盤

収集・統合・連携

DX戦略 ～ビジネスモデルの改革に向けて～
お客さま一人ひとりに向き合い、お客さまに最適なご提案をデジタル・リアル双方で、タイムリーに提供できるよう取り組み
を進めてまいります。

革新的な金融サービスを通じた幸せの追求マテリアリティ 1

常務執行役員 
オペレーション担当 兼 
プロセッシング本部  
本部長

増田 俊之
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安全・安心、かつ誰もがアクセスしやすいサービスの提供
革新的な金融サービスを通じた幸せの追求マテリアリティ 1

スマートフォンを起点とした顧客基盤の拡大
　当社は、国内外において
スマートフォンを起点とした
顧客基盤の拡大に取り組ん
でいます。
　国内では、2026年4月に
総合金融アプリ「イオンウォ
レット」を「AEON Pay」アプ
リへ全面刷新しました。アプ
リ起動時に決済画面を表
示するほか、カード払いと
チャージ払いをスワイプ操
作でスムーズに切り替えら
れるようにするなど、決済機能の利便性を向上しました。また、主要機能へのアクセス性向上や
画面構成の見直しによりUI/UXをさらに改善し、より直感的で使いやすい設計を実現していま
す。AEON Payを入口として、お客さまにさまざまな金融サービスをシームレスにご利用いただ
ける環境の整備を進めています。

　また、国内外においてAI技術と外部信用情報を組み合わせて活用することで、審査スピード
を改善し、お客さまにスムーズな商品提供を行うとともに、eKYCを導入するなど、お客さまの
利便性の向上に向けた取り組みを進めています。

安全・安心な利用環境を支えるセキュリティ対策の継続的な高度化
　当社グループは、金融サービスを提供する企業として、これまでもセキュリティ体制の強化に
継続的に取り組んでまいりました。お客さまに安全・安心にサービスをご利用いただける環境
を提供するため、2024年度に発生した国内イオンカードにおける不正利用被害への対応で得
られた知見・教訓を活かし、多層的なセキュリティ対策のさらなる強化を進めています。

　フィッシング詐欺の未然防止策として、当社から送信するメールには、
正規の送信元であることを視覚的に確認できるBIMI（Brand Indicators 
for Message Identification）を導入しています。また、2025年7月に
は、グーグル・クラウド・ジャパン合同会社とフィッシング詐欺対策の強化
を目的としたWeb Riskパートナーシッププログラムを締結しました。
フィッシング詐欺を目的として「暮らしのマネーサイト」や「イオン銀行イン
ターネットバンキング」を模倣した不正なWebサイトを特定した際には、
警告画面（レッドスクリーン）を表示する仕組みを活用し、お客さまが不正サイトであることを認
識しやすい環境を整備しています。これにより、誤って個人情報や認証情報を入力してしまう
リスクの低減を図っています。
　さらに、本人認証の強化策として、3Dセキュアの利用促進に加え、FIDO2認証（パスキー）
を導入（2026年11月予定）し、利便性と安全性の両立を実現していきます。

　AEON CREDIT SERVICE （M） BERHADは、AEON CO. （M） BHD.と2025年9月に設立
したAEON360 SDN. BHD.を通じて、Google LLCのクラウド事業部門であるGoogle Cloud
との戦略的提携を開始しました。マレーシアにおける会員プログラムの統合やデータ分析基盤
の構築とともに、クアラルンプールに設立した「AEON360 Innovation Foundry」を中核に、AI
人材育成とAIエージェントの実装を推進し、小売・金融・ライフスタイル領域のデータとAIを活用
した新たな顧客体験の創出を通じて、グループの成長基盤強化を図っていきます。

マレーシアにおけるグループ横断のAI・データ活用基盤の構築

決済画面（カード払い） 決済画面（チャージ払い） クレジットカード
ご利用明細画面
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金融サービスを通じた地域社会への貢献
革新的な金融サービスを通じた幸せの追求

　当社グループは、各国・地域において、長期的な視点に立ち、地域社会の発展に貢献すべく、
お客さまに寄り添った金融サービスを提供しています。

AEON Payでご当地WAONの寄付が可能に
　2025年6月にコード決済「AEON Pay」と電子マネー「WAON」を統合し、双方の加盟店で
ご利用できるようにするとともに、「ご当地WAON」の支払いを通じた地域応援の取り組みが、
AEON Payチャージ払いでも可能となりました。
　「ご当地WAON」は、イオンが2009年から発行を開始しているWAONカードで、お客さま
がご利用した金額の0.1％をイオンが自治体などに寄付し、それぞれの地域で活用いただいて
います。AEON Payに本機能を追加したことにより、お住まいの地域や旅行先、帰省先など、
お客さまが地域貢献や応援したい約200の寄付先をスマートフォン上で選択することが可能と
なり、地域経済活性化や地域の環境保全、観光振興に貢献することができます。これらの取り
組みにより、2009年から2026年2月末までの累計寄付額は約36億円と拡大しました。
　さらに、2026年4月には、プラスチック型WAONカードの残高、ポイント数、寄付先などの
情報をAEON Payへ移行する機能を開始しました。お持ちのWAON残高を「AEON Pay

（チャージ払い）」に取り込み、WAONタッチ決済と
して、WAON加盟店にてご利用いただくことがで
きます。より多くのカードでご利用いただけるよ
う、対象カードを順次拡大しています。

ご当地WAON発行数

2025年8月時点 186
2026年8月時点 203

　「ご当地ＷＡＯＮ」が、『電子マネーの寄付金プログラムで提携している自治体数の記録』“提
携自治体数193”としてギネス世界記録™に認定され、2026年３月27日に公式認定証の授与
が行われました。
　今回のギネス世界記録™は、ご当
地ＷＡＯＮをご利用のお客さま、連携
する自治体の皆さまとともに認定をい
ただいたものです。イオンは今後も、
ご当地ＷＡＯＮを通じた地域応援の輪
をさらに広げてまいります。

「ご当地ＷＡＯＮ」 ギネス世界記録™に認定

マテリアリティ 1

+17

各地域を応援、共創するポータルサイト まいふる
　当社は、ふるさと納税を通じて、地域経済の
活性化に貢献することを目的として、2023年
9月に「イオンカードのふるさと納税 まいふる」
を開設しました。全国各地の自治体と連携し、
地域ならではの魅力や特色を活かした返礼品
を紹介することで、寄付者の皆さまに地域の価
値をより身近に感じていただけるサービスを提
供しています。
　2025年よりイオングループ店舗と協業し、

「まいふる」限定の返礼品を開発するなど、地域
資源の魅力度向上と情報発信の強化に取り組
んでいます。現在では、全国約1,600自治体、約75万点の返礼品を取り扱っており、地域の
食材や工芸品、体験型プランなど、多彩な返礼品を通じて各地域の魅力を伝えています。
　今後も自治体と寄付者をつなぐプラットフォームとして、地域の価値を発信する機会を創出し、
地域経済の活性化と持続可能なまちづくりに貢献してまいります。
まいふる：https://www.furusato.aeon.co.jp

地域活性を実現するアプリ開発
　フェリカポケットマーケティング（株）（以下、FPM）は、独自のICT技術
を駆使し、全国各地で、地域通貨や各種ポイントを通じてアプリを活用し
た新しい社会インフラを構築することで、地域経済やコミュニティの活性
化に加え、一人ひとりのウェルビーイング向上を目指しています。
　また、同社はさいたま市において、指定都市初のデジタル地域通貨や
市民アプリを導入し、地域
内の経済システムを構築、
キャッシュレスなどの利便性
向上に努めています。

（株）つなぐの取り組みについてはこちら P.43

まいふる掲載地域団体数

2025年8月末時点 約1,000
2026年8月末時点 約1,600

FPMの取り組み案件数 累計案件数

2025年8月末時点 152
2026年8月末時点 160

+500以上

+8

港区商店街振興組合連合会
「みなトクPAY」（東京都港区）

https://www.furusato.aeon.co.jp
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革新的な金融サービスを通じた幸せの追求

金融包摂の取り組み推進
　当社グループは、各国・地域において、地域密着型の金融サービスを展開し、一人ひとりの
お客さまに寄り添いながら、ありたい姿の実現に向けて取り組んでいます。

全てのお客さまが安心して利用できるサービスの提供
　当社は、全てのお客さまに安心して金融サービスをご利用いただけるよう、公共性・利便性
の高いサービスの向上に取り組んでいます。
サービスの詳細についてはこちら「お客さまの利便性向上のために」

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/customer/

　2025年10月には、一般財団
法人 日本財団電話リレーサービ
スが提供する「手話リンク」を導入
しました。「手話リンク」は、聴覚な
どに障がいのあるお客さま向け
に、ビデオ通話を通じて手話での
お問い合わせやお手続き対応を可
能とするサービスです。手話通訳
オペレータがお客さまより手話で
お伺いした内容をコールセンターの担当者へリアルタイムで音声通訳し、その回答も手話で
お客さまに通訳することで双方向のスムーズなやりとりを実現しています。

アジア各国における金融包摂の進展
　当社グループが展開するアジアの国々では、銀行口座を持っていない方、金融サービスへ
アクセスする方法がわからない方が多くいる一方、スマートフォンは広く普及しています。デジタ
ルを通じて金融サービスへ簡単にアクセスできる「デジタル金融包摂」の実現を推進しています。
■ マレーシア
　2024年5月、AEON BANK （M） BERHAD（デジタルバンク）を開業しました。
　デジタルバンクは、店舗を持たない銀行であり、全てのサービスをオンラインで提供すること
で、誰でも、どこからでもアクセスできる銀行です。マレーシアで普及しているイスラム金融方
式を採用することで、マレーシア現地に根付いた商品・サービスを提供しています。

■ タイ
　タイでは、AEON THANA SINSAP （THAILAND） PCL.が、Pico Financeを設 立し、
2026年1月にサービスを開始しました。タイ政府が推進するピコファイナンス制度を通じて、
金融サービスへのアクセスが限定的な地域のお客さまや低所得者層へ少額融資を提供し、金
融包摂の実現に貢献しています。

社会・環境の変化に配慮した資金調達
　当社グループは、社会や環境の変化に配慮した資金調達など、サステナブルファイナンスの
実行に努めています。

サステナビリティ・リンク・ローン
　香港、マレーシア、タイにおいて、サステナビリティ推進の目標を設定し、サステナビリティ・リ
ンク・ローンによる資金調達を実施しております。

　また、AEON CREDIT SERVICE （M） BERHADは、2025年9月にソーシャルローンによる
資金調達を実施しました。低所得層や小規模事業者など十分な金融サービスを受けられていな
い層への融資を拡大するために設計しており、マレーシア中央銀行の「Financial Inclusion 
Framework 2023-2026」に沿ったものです。本ローンは、The Assetが 主催する「The 
Asset Triple A Digital Finance Awards 2026」において、「Best Social Loan-Consumer 
Finance」を受賞しました。
各国における外部評価についてはこちら P.82

金融サービスを通じた地域社会への貢献

会社名 開始月・期間 金額 サステナビリティ目標

AEON CREDIT SERVICE 
(ASIA） CO., LTD.

2025年２月
（期間3年）

※2022年に続く2件目の
SSLによる資金調達

300百万
香港ドル

• CO2排出量の削減
• 従業員の研修時間の増加
• �ESG関連の環境・社会プログラムへの 

参加促進

AEON CREDIT
SERVICE （M） BERHAD

2023年1月
（期間3年）

600百万
リンギット

• CO2排出量の削減
• コーポレートガバナンス体制強化
• EVバイクファイナンス拡充
• 小規模事業者への金融サービスの提供
• ESG教育・金融包摂活動の推進

AEON THANA
SINSAP （THAILAND） PCL.

2025年3月
（期間３年）

※サステナビリティローン

500百万
バーツ

• 金融アクセスの向上（金融包摂）
• クリーンエネルギーの普及

マテリアリティ 1

○○について質問をしたい。

お客さま
（電話リレーサービス会員登録不要）

日本財団
電話リレーサービス
通訳オペレータ

○○について質問です。

当社オペレータ

かしこまりました。

手 話 音 声

手話リンク

会員登録不要で、即時に手話通訳を介したお問い合わせが可能

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/customer/
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/customer/
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「わくわくキャッシュレス体験」イベント
　当社は、イオン1％クラブのイオンチアーズクラブ活動の一環として、2021年よりイオンの店
舗にてお子さまを対象とした金融教育イベントを開催しています。子どもたちにキャッシュレス
の利便性を広く知っていただき、お金の未来について考えるきっかけを提供するとともに、幼
少期からお金に興味を持つことが、将来のお金に関する知識や判断力につながると考えていま
す。イベントでは、未就学児から中学生を対象に、

「お金の歴史クイズ」や「昔と今のキャッシュレス
体験」「お金の重さ体験」などのコンテンツを通し
て、キャッシュレス決済の利便性やお得さについ
て実感いただいています。

　また、イオン銀行では、全国のイオンモールにおいて、体験型の金融教育イベントを展開して
います。利息計算やお金に関するクイズなどを通じて金融リテラシー向上に貢献するとともに、
地域のお客さまとの継続的な接点を創出しています。イベントがきっかけとなり店舗への来店
や相談につなげることで、地域社会への価値提供と事業成長の好循環を実現し、持続可能な
地域社会づくりに貢献しています。
　これからも当社グループは、社会インフラとして、「安全、安心、便利で、お得に」暮らせるキャッ
シュレス社会の実現に向けて、金融教育を通じた金融リテラシーの向上に取り組んでまいります。

金融教育を通じた、金融リテラシーの向上
金融教育
　当社グループは、持続可能な社会の実現に向けた活動として、金融に関する知識を身に付け
ることの重要性を認識し、金融リテラシー向上の取り組みに注力してきました。国内外の各社に
おいて、学生向けの金融教育やお客さま向けセミナーに加えて、イオングループ従業員や学校
教員を対象としたセミナー、動画コンテンツの配信など、さまざまな取り組みを行っています。

学生向け金融教育
　これから成人、社会人として金融サービスの利
用者となる大学生などを対象に、寄付講座の提供
を行っています。2023年3月からは、AFSアカデ
ミーに専任チームを設置し、公正・中立な消費者
視点に基づく金融教育の提供に努めています。
また、キャリア講座の実施などを通じて、受講対象
者の拡大にも取り組んでいます。
　さらに、将来を担う若年層の決済リテラシー向上を目的として、当社の全国の支社・支店を中
心に、高校や専門学校などにおいて、キャッシュレス決済や適切なお金の管理に関する教育を実
施しています。今後も安全・安心な決済利用を支える教育活動の充実に取り組んでまいります。
金融教育受講者数の推移についてはこちら P.92

海外各社における金融教育
　当社グループの海外各社においても、現地
のお客さまの金融リテラシー向上に向けた取
り組みを推進しています。
　AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., 
LTD.では、2022年度より、香港家庭福利会
と共 同で推 進する金 融 教 育プログラム

「Financial Education ON!（FE-ON!）」を支援しています。同プログラムでは、累計200回
の教育セッションを実施し、1,700人以上の学生および保護者の方々に参加いただきました。
こうした取り組みが評価され、香港投資者及理財教育委員会（IFEC）主催の「Investor and 
Financial Education Award 2024 （企業部門）」を受賞しました。

公益財団法人イオンワンパーセントクラブとの活動
　当社、（株）イオン銀行、イオン保険サービス（株）、エー・
シー・エス債権管理回収（株）、イオン住宅ローンサービス（株）
の5社は、公益財団法人イオンワンパーセントクラブ（以下、イ
オン１％クラブ）に税引前利益の１％相当額を寄付金として拠出しています。当社は、イオングルー
プのその他主要企業とともに、「青少年の健全な育成」「諸外国との友好親善」「地域社会の発展
への貢献」「災害復興支援」を主な事業領域とした環境・社会貢献活動に取り組んでまいります。

	 (国内)	 31,992人	 （オンライン）	 9,050,000回

	 (海外)	 1,879人	 （オンライン）	39,458,472回
2025年度

金融教育実績合計

イオン1％クラブの詳細についてはこちら：https://aeon1p.or.jp/1p/

革新的な金融サービスを通じた幸せの追求マテリアリティ 1

https://aeon1p.or.jp/1p/
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多様な人材の力を、組織の力へ変える
当社はイオングループの一員として、イオンが掲げる「人権尊重の経営」を推進しています。この基本理念のもと絶えず革新し
続ける企業集団として、新たな価値を創造、提供し続けるために、日本を含むアジア各国において市場環境の変化に対応し、
Our Purposeのもと、一人ひとりの能力や意欲を引き出し、可能性を活かした経営の実現に向けた取り組みを進めています。

　金融業界を取り巻く環境は、生成AIをはじめとするテクノロジーの進展や、お客さまの価値
観・ニーズの多様化により、大きく変化しています。成長領域であるアジアにおいても、国や
地域ごとの違いを捉え、それぞれに適した価値を届けていかなければなりません。こうした
変化のなかで持続的に成長するには、経営戦略を着実に実行するとともに、事業や組織が自
ら進化し続ける力が必要です。その源泉は、人材です。お客さまに向き合うなかで培ってきた
知見や経験、高い専門性、異なる価値観や視点を持つ一人ひとりが力を発揮し、組織や国・地
域の枠を超えて力を結集することが、新たな価値を生み出す原動力になると考えています。
　私たちが目指すのは、一人ひとりの知見や経験、専門性が尊重され、それぞれの可能性が
引き出される組織です。人事戦略「全員活躍｜All on Board」のもと、経営戦略に必要な人
材・スキルを可視化し、確保・育成・配置を高度化するとともに、多様な人材の力を意思決定や
事業の変革、お客さまへの新たな価値提供へとつなげ、組織能力を高めていきます。その基
盤として、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン、ウェルビーイング、組織開発、能力
発揮を支える環境整備を進め、人材データやKPIを活用して改善を重ねます。経営、管理職、
従業員一人ひとりが人と組織の可能性に向き合い、パーパスと経営戦略の実現、企業価値の
向上につなげてまいります。

人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

人事総務担当役員メッセージ

全員活躍で、一人ひとりの
可能性を組織能力と
企業価値へ

取締役 兼 専務執行役員 
人事総務担当 兼 
人事総務本部長

三島 茂樹

Our Purpose

2030年のありたい姿

マテリアリティ 革新的な金融サービスを
通じた幸せの追求

人材の多様性と
可能性の発揮

レジリエントな
経営基盤の確立

気候変動等への
対応

経営戦略
人事戦略（人的資本経営の実践）

全員活躍　All on Board

重点課題①

支える基盤：データ

重点課題②

企
業
価
値
の
向
上

経営戦略に必要な
人材・スキルの可視化と、
確保・育成・配置の高度化

KPIによる可視化

ガバナンス

人的投資

指名・報酬諮問委員会 サステナビリティ委員会

組織能力 多様性

事業の変化を見据えた
人材ポートフォリオの構築・運営

ダイバーシティ・
エクイティ＆インクルージョン

人材の確保・育成・最適配置
組織開発

能力発揮を支える環境の整備

多様な人材の力を
組織能力へ変える

組織風土・マネジメントの実現
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経営戦略の実行を支える人事戦略（人的資本経営の実践）
人的資本経営の考え方
　当社グループの人事戦略は、中期経営計画の実現に必要な人材と組織能力を起点としてい
ます。必要な人材像を描き、その獲得・育成・配置に投資し、多様な人材の力が発揮される組
織風土と環境を整えます。そして、人材と組織に生じた変化をKPIで確認し、次の投資判断に
反映する、この一連のサイクルを、当社グループは人的資本経営として推進していきます。
　その人事戦略の中核となるのが、「全員活躍｜All on Board」です。一人ひとりが強みと可
能性を活かし、組織や属性の違いを越えて、経営戦略の実現に参画している状態を目指しま
す。人事戦略の成果は、組織能力の向上と事業成果、そして企業価値の向上として実を結びま
す。人的資本への投資が、そこにどうつながっているかを確認しながら、継続的に取り組みを
進化させていきます。

課題認識
　事業構造や顧客接点の変化に伴い、経営戦略の実現に必要な人材や専門性も変化していま
す。将来必要となる人材・スキルを明確にし、社内人材の育成と外部からの人材獲得を組み合
わせながら、必要な領域へ配置していくことが求められます。
　また、多様な人材が持つ知見や経験を、意思決定、事業変革、お客さまへの価値提供に結び
つける組織づくりが必要です。一人ひとりの挑戦と成長を支える組織風土、マネジメント、制
度・環境を一体的に整えていきます。
　こうした認識に基づき、２つの重点課題を設定しています。

　経営戦略から必要な人材要件を明確にし、現在の人材・スキルとのギャップを把握します。そ
の結果を、採用、育成、配置、登用、後継者育成へ反映し、動的な人材ポートフォリオを構築・運
営します。

人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題①

データ

　2つの重点課題に共通する基盤として、国および個社ごとに分散している人材情報を、
グループ横断で統合するデータ基盤の整備を進めています。人事部門が使うための仕組みに
とどめず、管理職が自組織の人材や次世代人材を把握し、日々のマネジメントに活かせる基盤
とすることを目指しています。

支える基盤

　異なる知見や経験を意思決定や業務に活かし、一人ひとりの挑戦と成長を支える組織風土を
醸成します。ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンを、この重点課題の中核に位置付け
ており、管理職のマネジメント、評価、働き方、職場環境についても、全員活躍の実現に向けて
見直しを進めていきます。

重点課題②
多様な人材の力を
組織能力へ変える
組織風土・マネジメントの実現

経営戦略に必要な人材・
スキルの可視化と、
確保・育成・配置の高度化
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経営戦略に必要な人材・スキルの可視化と、確保・育成・配置の高度化
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題①

　中期経営計画の実現には、それを担う人材と組織能力を計画的に築いていく必要がありま
す。各事業・機能の戦略に基づき、どのような人材やスキルが、どの領域にどれだけ必要かを
明らかにしていきます。人材を人数や職位で捉えるだけなく、経験、能力、志向、そして将来
の可能性まで含めて可視化し、必要な人材像とのギャップを把握することが、多様な人材の力
を組織能力へ変える出発点になります。当社グループは、この考えに立って、経営戦略と連動
した人材ポートフォリオの構築・運営を進めています。事業環境の変化や人材の成長に応じて
ポートフォリオを継続的に見直し、その結果を採用、育成、配置、登用、後継者育成に反映して
いきます。

1 人材要件の明確化
　各事業・機能の戦略を踏まえ、必要となる役割、専門性、経験、スキルを明確にします。人材
要件は、次の２つで構成しています。

（１）求める人材像（コアコンピテンシー）
　当社グループでは、職種や専門領域を問わず共有して求める行動特性を、コアコンピテン
シーとして定義しています。イオングループが求める人材像を踏まえ、当社グループの事業に
即した行動として具体化したものです。

（２）職種・ポジション別の要件の明確化（ジョブディスクリプション）
　事業、職種、重要ポジションごとに必要となる専門性、経験、スキル、役割要件を定めます。
コアコンピテンシーと職種・ポジション別の要件を組み合わせることで、共通して求める行動と、
各領域に必要な専門性の両面から人材を捉えます。

2 人材データの活用
　従業員の経験、専門性、能力、キャリア志向、適性などを把握し、重要ポジションの候補者や
次世代人材を含め、グループ全体の人材状況を可視化します。国や個社、部門ごとに分かれて
いた人材情報を横断的に把握できる基盤を整備することで、組織の枠を超えて一人ひとりの経
験や可能性を捉え、活躍の機会につなげていきます。

コアコンピテンシー

事業の変化を見据えた人材ポートフォリオの構築・運営

性格特性
インテグリティ

自身の価値観をしっかりと持ち
ながら、公人として真摯に誠実
に振る舞う

好奇心

世の中の出来事に対して幅広
く興味・関心を持ち、その根源
を探求しようとする

胆力

大欲をもったうえで、それに基
づいて、果敢に挑戦し、やりき
る精神力を持っている

自社および 
グループの理念と
強みの深い理解

自社の歴史や、小売業
に密接に関わる金融
であることを理解する

メタ認知力

自己や自己の考えを客観的に認識することができる

戦略構想力

経営理論・戦略的思
考力（ビジネスの構造
理解）・Out of Box
思考によって、事業
に本質的変化を生み
出す戦略を構築する

実行力

未知の世界でさまざま
な困難に当たったとし
ても常に目標に向けて
やりきる

対人影響力

指示命令するのではな
く、相手をリスペクトし
ながら働きかけ動いて
もらう。また、人が育
つ環境をつくる

個人による
強み弱み

AFSグループの
経営者として

必ず求められる
特性

広い視座・視野

時間軸・空間軸ともに
幅広く物事を捉え、そ
の変化を直接的に感じ
る

仮説検証力

戦略仮説を検証し常に
ブラッシュアップし続
ける

スピード感覚

外部環境の変化を理
解したうえで、スピー
ディに意思決定し行動
する

多様さの受容・ 
活用力
自分がこれまで経験し
ていない世界において
も、関わる相手を受け
入れ、活かす
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経営戦略に必要な人材・スキルの可視化と、確保・育成・配置の高度化
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題①

1 獲得する―経営戦略と連動した採用
　採用は、人材ポートフォリオに基づき、中長期的な視点で進めています。新卒採用では、変
化を前向きに捉え、新たな価値創造に挑戦できる人材との出会いを重視しています。キャリア
採用では、金融、デジタル、データ活用などの重点領域を中心に、専門性や多様な経験を持つ
人材を獲得し、外部の知見と当社グループの事業基盤・組織知を掛け合わせ、組織能力の向
上につなげています。

2 育てる―事業変革を支える育成と機会の創出
①事業変革を支える人材の育成
　人材育成を将来の成長に向けた投資と捉え、一人ひとりの継続的な成長を支えるとともに、
経営戦略の実現に必要な人材・能力の育成に取り組んでいます。
　2023年に設立した「AFSアカデミー」では、金融知識、DX、データ活用、会社理解などの
講座や資格取得支援を提供し、全従業員が自身の知識やスキル、レベルに応じて主体的に
学べる環境を整えています。また、自己申告制度やポスト公募制度など、自らの意思で新たな
役割に挑戦できる機会を設け、学びと実践の両面から、一人ひとりの自律的なキャリア形成を
支援しています。
　こうした全従業員の成長を支える基盤に加え、事業変革や成長戦略の実現に必要な人材を
育成するための取り組みも強化しています。デジタル・AI領域では、DX教育や生成AIの基
礎・活用に加え、AIロールプレイングツールなどを活用した実務への応用を推進しています。
　また、海外事業の強化に向けた赴任予定者への研修の充実など、事業課題や戦略に応じた
実践的な育成施策を拡充しています。

人材の確保、育成、最適配置

講座 実施テーマ・概要 目的 2025年度実績

事業関連講座

■ �理念教育
■ �DX・業務効率化､生成AI

（Copilot)活用
■ �各事業における業務概要 

理 解・応 用（ 銀 行 、カード
決 済 、住 宅ローン、保 険 、
WAON/AEON Pay など）

■ �会計基礎 
（財務諸表の理解）

実務に直結する知識・スキル
の獲得に加え、実際の業務で
の実践、応用につなげること
で成果創出を目指す 149回開催

受講者数：2,118人

金融基礎講座

■ �資産形成（NISA、確定拠出
年金など）

■ �金融知識（社会情勢、金利）、
会社理解 など

実務に直結する基本的な知
識・スキルの理解および主体
的に学ぶ姿勢の醸成

FP講座 ■ �AFSグループ従業員向けに
FP資格取得推進講座を開催

包括的な金融知識の獲得に
より、お客さまに寄り添った提
案力を高め、有資格者増加で
信頼度向上を図る

受講者数：84人

オンライン学習
■ �AFS電子図書館
■ �Udemy Business

時間や場所にとらわれず学べ
る機会を提供。より幅広い知
識の獲得を支援する

利用者数：2,601人
動画視聴時間： 
のべ7,429時間

AFSアカデミー講座

AIロールプレイングツールの活用想定シーン

DX活用推進を
目的とした
DXアイデアラボ

営業・ヒアリング、
提案活動

■ 顧客情報ヒアリング
■ ニーズの掘り起こし
■ 来店誘致

商品説明・ 
クロスセル

■ �保険、住宅ローンなど
の新商品提案

■ NISA、資産形成など

接客対応、 
問い合わせ・窓口対応

■ �AEON Pay、クレジッ
トカードの問い合わせ

■ �コンプライアンス対応

教育・育成 

■ �金融商品基礎研修

■ �新入社員、異動者へ
の教育
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②次世代人材の育成
　将来の経営を担う人材を早期に把握し、重要ポジションの後継者候補と育成課題を明確にす
るサクセッションプランの整備を進めています。選抜型研修や実践機会を通じて必要な力を養
い、経営戦略を支える人材パイプラインの充実につ
なげています。
　グローバルな環境での経験も、人材育成の重要
な機会です。海外赴任や海外トレーニー制度を通じ
て、多様な市場や文化の中で経験を積み、各地域
への理解とグループ全体の視点を備えた、事業を
構想・推進できる人材を育成しています。

3 活かす―グループ最適でのグローバル人材配置
　当社グループは、日本を含むアジア各国・地域で事業を展開しており、従業員の約7割が海
外で活躍しています。海外事業は収益面でもグループにおいて大きな割合を占めており、そ
の成長を支える多様な人材をグループ全体で活かしていくことが重要です。こうした人材を
国や法人ごとに管理するだけでなく、グループ全体の経営資本として捉える人材マネジメント
への転換を進めています。
　これまでは各国・各社で人材の採用、育成、配置を行っていましたが、グループが持続的に成
長していくためには、国や法人の枠を超えて人材の経験や専門性を活かす仕組みが必要です。
　そのため、グループ全体をひとつの人材プールとして捉え、日本から海外、海外から海外、
海外から日本への多方向の人材交流・配置を推進していきます。人材の経験・専門性・ポテン
シャルを可視化し、国籍や所属会社にとらわれることなく、事業戦略上重要なポストや成長領
域へ戦略的に配置することで、グループ全体の競争力向上を目指します。
　また、こうした人材配置を通じて越境経験の機会を創出し、将来の現地法人経営層や事業
責任者、高度専門人材を育成していきます。こうした取り組みにより、グループ横断で事業を
構想・推進できる次世代経営人材を輩出し、持続的な企業価値向上につなげていきます。

　海外トレーニーとして香港で約６カ月間の研修に参加したことは、
キャリアにおける大きな転機となりました。研修終了後は中国・深圳
へ正式に赴任し、その後の帰任を経て、現在は２度目の海外赴任とし
て再び香港で勤務しています。現地で学んだ広い視点を持つことの
大切さや、多様な価値観への理解の重要性は、日々の業務にも活き
ています。現在は、香港で研修に取り組む海外トレーニーのメンター
を務めており、自らが得た学びや経験を次世代へつなげていきたい
と考えています。
　今後は、現地法人の経営幹部としてグループの成長を牽引できる
人材を目指してまいります。当社の海外トレーニー制度は、海外での
実践を通じて成長の機会を得るとともに、次世代のリーダー育成にも
つながる制度だと感じています。

海外トレーニー メッセージ

AEON CREDIT 
SERVICE (ASIA) CO., 
LTD. 
イオン生活圏構築部 
シニアマネージャー

成田 達

経営戦略に必要な人材・スキルの可視化と、確保・育成・配置の高度化
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題①

人材の確保、育成、最適配置

　次世代経営者育成研修を通じて、経営の視点から自身の役割を捉
え直すことで、目の前の成果だけではなく、「お客さまにどのような
価値を提供できるか」「事業の成長にどうつながるか」を考えることの
重要性を学びました。また、異なる経験や考え方を持つメンバーとの
対話を通じて、自分にはない視点や発想に触れ、物事を多面的に捉え
る力が身についたことは、自身の成長にもつながりました。現在は、
施策を検討する際にも、短期的な成果だけでなく中長期的な視点を
意識し、周囲の意見を取り入れながら本質的な課題解決を意識して
取り組んでいます。
　今後は、組織を前向きに動かし、新たな価値を生み出せるリーダー
として、会社の成長を牽引していきたいです。

次世代経営者育成研修 受講者メッセージ

イオンフィナンシャル
サービス（株） 
カードキャッシング 
企画部 部長

白髪 好美

次世代経営者育成研修
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③心理的安全性と対話
　階層や所属を超えた対話の機会を設け、率直に意見を交わせる関係づくりを進めています。
そのひとつとして、直属の上司・部下の関係や所属部門を超え、他部門の社員と1対1で対話
する「ナナメ1on1」を実施し、相互理解やキャリア形成を支援しています。
　また、役員と従業員が気軽に意見を交わすランチ会を毎月開催し、役職や組織の壁を越えた
風通しの良い風土の醸成に取り組んでいます。こうした日常的な対話の積み重ねを通じて、
一人ひとりの経験や視点を組織の判断と実行に活かしていきます。
　心理的安全性を高めるには、立場や属性にかかわらず、一人ひとり
が尊重され、自分らしく働ける環境を整えることも重要です。その
一環として、LGBTQ+に関する制度整備、理解促進、従業員の参画
機会の拡大に取り組んでいます。法的な婚姻に限らず、パートナー
シップに基づく関係も家族の形のひとつと捉え、同性パートナーにも
配 偶 者 関 連 制 度を適 用しています。あわせて、Business for 
Marriage EqualityおよびLGBT平等法への賛同を表明しています。
　さらに、従業員が多様性について考え、行動する機会として、イオン
グループでTokyo Prideに参加し、パレードへの参加は2年目となり
ました。正しい知識と理解を広げるため、６月を当社のプライド月間
とし、LGBTQ+ハンドブックを作成し、グループ各社に配布しています。

人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

多様な人材の力を組織能力へ変える組織風土・マネジメントの実現重点課題②

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン
1 ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）推進の考え方
　経営戦略に必要な人材を確保・育成するとともに、一人ひとりの知見や経験を意思決定や
事業変革に活かし、組織能力と新たな価値創出につなげていきます。その前提となるのが
DE&Iです。多様な背景を持つお客さまのニーズを捉え、期待に応える商品・サービスを提供
するには、組織の中にも多様な視点を確保し、活かすことが欠かせません。当社グループは、
DE&Iを持続的な成長と企業価値向上に不可欠な取り組みと位置付けています。特に、経営戦
略や商品・サービスに多様な意見を反映するには、意思決定層の多様性が重要です。当社グ
ループでは、国内の課長職相当以上における男女構成の偏りを喫緊の課題と捉えています。
DE&Iの課題はジェンダーに限りませんが、まずは女性活躍を起点に、これまで十分に捉えら
れていなかった制度、慣行、マネジメント上の課題を明らかにし、誰もが強みと可能性を発揮
できる環境の実現を目指します。

2 主な取り組み
①多様な人材の登用
　意思決定に多様な視点を反映するため、管理職
層の多様化を進めています。まずは女性管理職比
率の向上に重点を置き、国内グループの女性社員
がつながり、ライフキャリアを考える女性ネットワー
ク、管理職に必要なマインド・スキルを学ぶ社内外
研修への派遣、上位層の視座を養い、育成課題を
明確にする役員と女性管理職とのメンタリングな
ど、ポジティブアクションを実施しています。

②インクルーシブ・リーダーシップ
　多様なメンバーの力を引き出すことは、管理職の中核的な役割です。当社グループでは、イ
ンクルーシブ・リーダーシップを管理職に求める行動として位置付けています。全従業員向け
のDE&I研修に加え、役員・管理職向け研修と360度評価を実施し、育成と評価の両面から行
動変容を促しています。日々のマネジメントで異なる意見を引き出し、真摯に検討して意思決
定に反映する積み重ねにより、多様性を組織能力へと変え、判断の質を高めていきます。

女性ネットワーク
Be Colorful for Women×Magenta Network

Tokyo Pride参加 LGBTQ＋ Handbook
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多様な人材の力を組織能力へ変える組織風土・マネジメントの実現
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題②

組織開発
　従業員一人ひとりが能力を発揮し、組織として持続的に成果を生み出すためには、その土台
となる組織の状態を良好に保つことが重要です。当社では、各種サーベイや人事データを活
用して組織の状態を継続的に把握するとともに、その結果を従業員との対話につなげ、職場ご
との課題に応じた改善を進めています。また、分析から見えてきた全社共通の課題について
は、マネジメント、役割・キャリア形成に関する取り組みと、働き方や健康支援など能力発揮を
支える環境整備の両面から改善を進め、中期経営計画の実行を支える組織力の向上に取り組
んでいます。

1 データによる組織状態の把握
　これまでもエンゲージメントサーベイを通じて組織課題を把握し、改善に取り組んできまし
た。エンゲージメントスコアにはこれまで改善傾向がみられる一方、従業員一人ひとりの能力
発揮を支える組織の状態を把握するためには、エンゲージメントだけでなく、心身の状態やリ
スク、離脱、業務負荷なども含めて多面的に捉えることが重要です。そこで当社では、組織の
状態を捉える観点として、「組織状況」「個人状態」「リスク予兆」「離脱傾向」「業務負荷」の5つ
の指標を設定しました。エンゲージメントスコアに加え、高ストレス者割合、内部通報件数、退
職者数・私傷病による欠勤・休職者数、時間外労働時間・管理職労働時間など、各種サーベイ
と人事データを組み合わせ、組織の状態を継続的に把握しています。

2 データと対話を起点とした組織改善の取り組み
　データから把握した状態や課題を、分析だけで終わらせず、各組織の改善につなげていま
す。各組織では、分析結果をもとに従業員との対話を行い、課題と目指す状態を共有したうえ
で、具体的な改善行動を設定しています。その後の変化をサーベイや人事データで確認し、次

の行動へ反映することで、把握・対話・実行・検証のサイクルによる継続的な組織改善を進め
ています。また、複数の組織に共通して見られる課題については、全社課題として捉え、組織
横断の施策につなげています。

①経営と現場をつなぐ対話の強化
　中期経営計画への理解を深め、各組織での実行につなげ
るため、経営トップ自らが全拠点を訪問し、中期経営計画の
説明と従業員との対話を行っています。計画の内容に加え、
その背景や経営としての考えを直接伝えるとともに、現場の
課題や意見を聞くことで、経営と現場の認識をすり合わせ、
本社部門へのフィードバックや各職場での方針理解、行動の
実践につなげています。また、組織や階層を超えたコミュニケーションの活性化に向け、社内
SNSの運用を開始しました。役員・本部長からの発信に加え、属性や関心に応じたコミュニティ
を設け、従業員同士の情報共有や対話の機会を広げていきます。

②役割・責任の明確化
　組織の実行力を高めるためには、一人ひとりが自身に期待される役割と責任を理解し、それ
ぞれの役割に基づいて意思決定・行動できる組織体制が重要です。管理職についてはジョブ
ディスクリプションを整備し、求める役割や責任を明確化するとともに、各部におけるグルー
プ長の位置付けを明確にするなど、組織運営上の責任体制を整備しました。あわせて、管理
職の職責を踏まえた処遇の見直しを行い、役割・責任と処遇の整合性を高めています。

③キャリア形成と成長支援
　従業員が自身のキャリアを考え、主体的に選択できる機会を広げています。人事部にキャリ
ア相談窓口を設置し、累計250人との面談を実施するとともに、面談で把握した本人意向や
経験を異動・配置の検討にも活用しています。
　また、期間を限定して別部署で勤務できる社内副業やイオングループ・AFSグループ公募を
通じて、所属部門を超えて経験や知見を広げる機会を提供しています。加えて、入社1～5年
次のフォローアップ研修や30・40・50歳でのCDP研修を実施し、キャリアの節目ごとに自身
の経験を振り返り今後の方向性を考える機会を設けています。

43.8
45.3 44.5

47.5

50.0

45.4（+0.9）

エンゲージメントスコア（国内グループ全体） ５つの指標 測定内容

組織状況

個人状態

リスク予兆

離脱傾向

業務負荷

エンゲージメントスコア

高ストレス者割合

内部通報件数

退職者数
私傷病欠勤・休職者数
時間外労働時間
管理職労働時間2026年8月2026年2月2025年8月2025年2月2024年

42.7

目標
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多様な人材の力を組織能力へ変える組織風土・マネジメントの実現
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題②

健康投資（主な施策） 取り組みの成果（中間指標） 健康関連の最終目標（最終指標） 経営課題の解決（期待する効果）

アブセンティーイズムの
低減

プレゼンティーイズムの
低減

ワークエンゲージメントの
向上

生産性の向上
持続的な企業価値向上

高リスク者の重症化予防 二次受診勧奨率の向上
重症疾病の発生抑制

働きやすい職場の実現

医療費の伸びの抑制

エンゲージメントの向上

メンタルヘルス不調者の低減

復職後の活躍・定着

健康リテラシーの向上

主体的な健康づくりの推進

特定保健指導実施率の向上

生活習慣関連指標の改善

有給休暇取得率の向上

1on1実施率の向上

研修参加率の向上

相談件数・利用率の向上

復職率（再発防止を含む）向上

健康情報閲覧数の増加

健康アプリ利用率の向上

ストレスチェック受検率・改善率の向上

職場復帰支援プログラムの活用者増加

職場の健康増進

基盤となる取り組み 推進体制

・法令遵守・安全衛生管理の強化　・データに基づくPDCAサイクルの実践 ・産業医・保健師等との連携　・経営層・人事部門が連携した推進体制

生活習慣改善

能力発揮を支える環境の整備
基本の考え方と取り組み
　従業員一人ひとりが持続的に成長し、能力を発揮するため、ライフステージや心身の状態に
かかわらず、安心して働き続けられる環境づくりを進めています。

①ライフイベントとの両立
　育児、介護、治療など、従業員を取り巻く状況は一人ひとり異なります。休業や時間短縮勤
務をはじめとする各種制度を整備し、ライフイベントと仕事を両立しながら、中長期的にキャリ
アを形成できる環境づくりを進めています。

②柔軟な働き方
　従業員がそれぞれの状況に応じて能力を発揮するとともに、組織として生産性を高めるた
め、柔軟な働き方を推進しています。業務の特性や職場の状況、組織運営との調和を踏まえな
がら、リモートワークやフレックスタイム制などを活用し、時間や場所の制約を軽減しています。

③心身の健康とウェルビーイング
　従業員が継続的に能力を発揮するため、心身の健康を人的資本の基盤のひとつと捉え、健康
経営戦略マップに基づく取り組みを進めています。健康診断やストレスチェックに加え、エン
ゲージメントサーベイやコンディションサーベイなどのデータを活用し、従業員と組織の状態
をは継続的に把握しています。特にメンタルヘルスについては、厚生労働省の指針に基づく「セ
ルフケア」「ラインによるケア」「事業場内産業保健スタッフ等によるケア」「事業場外資原による
ケア」の4つのケアを軸に、研修、産業医·保健師などによる健康支援、相談体制の整備を進め
ています。また、ストレスチェックの結果を職場単位の改善にも活用し、メンタルヘルス不調の
予防から早期対応、休業後の復職支援まで一貫した支援体制を整えています。

■ メンタルヘルス研修(セルフケア研修、ラインケア研修、統括産業医による集合研修·オンライン研修)
■ 健康支援センターの設置(産業医·保健師による相談·支援、リモート相談含む)
■ ストレスチェックの実施と職場単位の組織診断、結果のフィードバックと改善支援
■ 職場復帰支援などの手引きの策定と、復職支援プログラムの運用

主な取り組み

健康経営で重視する主要指標

健康経営戦略マップ

※1	� 従業員が業務を休業・欠勤したこと
による損失の割合

※2	� 出勤はしているが心身の不調により
生産性が低下している状態による
損失の割合

※3	� 従業員の仕事に対する熱意・活力・
没頭の度合いを測る指標(5点満点)

アブセンティーイズム※1

3.4%
（2027年度目標）

プレゼンティーイズム※2

27.5%
（2027年度目標）

ワークエンゲージメント※3

3.35点
（2027年度目標）

か
ら
だ
の
健
康

健康情報の発信・啓発

健康アプリ（Pep Up）
などの活用

健
康
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

職場環境支援プログラム

働き方・仕事の進め方の改善

コミュニケーションの促進

職
場
環
境
支
援

メンタルヘルス研修
（セルフケア・ラインケア）

相談体制の整備
（産業医・保健師など）

ストレスチェックと組織診断

復職支援の整備

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
支
援

健康経営戦略マップ

従業員と家族の健康をサポートします。 
そして、従業員とともに、地域社会の健康とハピネスを実現します。

推進方針

一人ひとりが心身ともに健康で働く意欲に満ちた状態の持続目指す姿



イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

S
U

S
TA

IN
A

B
ILITY

63

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

多様な人材の力を組織能力へ変える組織風土・マネジメントの実現
人材の多様性と可能性の発揮マテリアリティ 2

重点課題②

人的資本に関する指標
人事戦略の進捗を可視化し、継続的な改善につなげる
　当社グループでは、人事戦略の遂行と進捗を可視化し、指標を特定し、継続してモニタリン
グしながら、継続的な改善を進めています。

女性管理職比率
　意思決定層における多様性の確保は、多面的な視点を経営判断や商品・サービス開発に反
映し、企業価値の向上につながる重要な要素であると考えております。とりわけ女性活躍の
推進は重要なテーマのひとつであり、女性比率の向上に加え、多様な経験や専門性を有する
人材が意思決定に参画する環境づくりが重要であると考えております。当社グループ（国内・
海外）の2025年度期末の女性管理職（課長職以上）比率は25.6％です。意思決定層の多様化
を進める指標として、部長職以上に占める女性比率の向上を目標としており、2030年度まで
に役員および部長職それぞれに占める女性比率を30％とすることを目指しています。
　
男性の子育て支援
　男性の育児参画を促進することは、育児と仕事を両立しながら能力を発揮できる組織風土
の醸成につながり、全ての従業員の継続的な活躍を支えるものと捉えております。このため、
男性の育児休業取得率の向上を目標としております。当社グループ（国内）における2025年
度末の男性の育児休業取得率は98.5％であり、2026年度も継続して100％を目標としてい
ます。

障がい者雇用率
　当社グループ（国内）の障がい者雇用率は2.81％です。それぞれの特性や能力に適した業
務を担っていただいており、個人の特性に考慮し障壁を取り除くことで、誰もが働きやすい環
境を目指した取り組みを行っています。加えて「農園」を運営し野菜づくりや胡蝶蘭の栽培を行
い、従業員の慶弔や式典への活用、お客さまへのおもてなしとして店舗での活用を進めてい
ます。今後も個々人に合わせ業務経験やスキル向上を促進することで、障がいのある従業員
のやりがいを高める取り組みを強化し、有資格者によるサポート体制や受け入れ教育の充実、
全従業員を対象とした障がいに関する理解促進の研修を実施することで、多様な人材に活躍
いただける環境整備を行い、2030年度には雇用率３％を目指しています。

主要指標データ

男性 女性
国内 2,634人（58.5％） 1,872人（41.5％）
海外 3,608人（34.6％） 6,828人（65.4％）
合計 6,242人（41.8％） 8,700人（58.2％）

従業員数/比率
（2025年度）

男性 女性
国内 691人（85.4％） 118人（14.6％）
海外 250人（54.9％） 205人（45.1％）
合計 941人（74.4％） 323人（25.6％）

管理職数／比率
（2025年度）

※課長相当職以上

国内 男性 女性 計
定期 62人 40人 102人

定期以外 81人 30人 111人

新規採用者数
（2025年度）

国内 男性 女性 計
平均年齢 42.4歳 46.9歳 45.6歳

平均勤続年数 8.7年 9.4年 9.2年

平均年齢/平均勤続年数
（2026年2月末）

25.6％
（課長職以上）

※2024年度実績：28.0％

女性管理職比率
（2025年度）

※2024年度実績：96.0％

98.5％
（国内グループ6社計）

男性育児休業取得率
（2025年度）

※�下記は常用雇用者が43.5人未
満のため法定雇用率適用対象外
エー・シー・エス債権管理回収

（株）、イオン少額短期保険（株）

※2025年度実績：2.67％

2.81％
（国内グループ5社計）

障がい者雇用率
（2026年6月1日現在）

※� 「女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき
算出（女性労働者の平均年間賃金÷男性労働者
の平均年間賃金×100％）

当社グループにおいては、従業員区分や賃金、昇格
制度などについて性別による区分はありません。記
載の男女の賃金差異については、男女の従業員数、
勤続年数、職種、労働時間などの差によるものです。

全労働者 正規雇用 パート・
有期雇用

54.1％ 70.6% 99.2％

国内労働者の賃金差異
（2025年度）

国内グループ 2025年度
1人当たりの研修費用 54,206円
1人当たりの研修時間 36.5時間

研修費用・研修時間実績
（2025年度）

20.1％
（役員）
23.4％

（部長職）
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当社は、当社グループのコーポレート・ガバナンスを最良のものとするための基本的な仕組みを定めるため、AFSコーポレー
トガバナンス・ガイドラインを定めています。このガイドラインのもとに、持続的成長と中期的な企業価値の向上を図るべく、全
てのステークホルダーの立場を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うためのコーポレート・ガバナンス体制の
構築・強化・充実を推進してまいります。

ガバナンス改革を着実に前進させる
　当社グループは、イオン銀行に対する行政処分をはじめ、不正利用被害、海外子会社管理な
ど近年発生した一連の事案を受け、ガバナンス体制やリスク管理体制の見直しを進めてきまし
た。この取り組みを通じて、グループ全体で実効性あるガバナンスを確立する重要性を強く認識
しています。現在は、権限と責任の明確化を進めるとともに、現場、リスク管理部門、内部監査
部門がそれぞれの役割を果たすスリーラインディフェンス体制の再構築や、グループガバナンス
の強化に取り組んでいます。取締役会としても、これらの改革が実効性を伴って組織全体に定
着しているかを継続して監督しています。

多様な視点からの自由闊達な議論を促す
　私は、取締役会において最善の判断に至るよう、十分な情報共有のもとで自由闊達な議論が
行われる環境を整えることが議長の役割だと考えています。
　当社グループは、イオン（株）の子会社であると同時に上場会社でもあります。グループシナ
ジーの追求と少数株主の利益保護という２つの重要な視点を踏まえながら適切な意思決定を行
うためには、十分な情報共有と忌憚のない議論が欠かせません。

　取締役会には、多様なバックグラウンドを有する社外取締役に加え、親会社からの派遣役員、
業務執行を担う取締役など、さまざまなメンバーが参画しています。それぞれの知見を活かし
ながら活発な議論を重ねることで、意思決定の質は高まります。また、本年度は、取締役会の監
督機能をさらに強化する観点から構成の見直しを行いました。新体制のもと、多様な視点から
の活発な議論を促し、取締役会の実効性を一層高めていきたいと考えています。また、毎年実
施している取締役会実効性評価を通じて運営方法や議論内容の深化と改善を進めることで、監
督機能のさらなる強化に努めていきます。

中期経営計画の達成に向けてモニタリングを強化
　取締役会の重要な責務は、中長期的な企業価値の向上を支えることです。その中心となるの
が、中期経営計画の着実な実行です。前中期経営計画（2021年度～2025年度）が十分に目標
を達成できなかったこともあり、アナリストや投資家の皆さまからは、今回の計画の実現可能性
について厳しい見方も示されています。取締役会としても、その点は強く意識しており、本計画
ではKPIを活用しながら計画の進捗を継続的に確認する仕組みを整えています。取締役会では、
本計画が着実に進捗しているかをモニタリングするとともに、進捗に遅れが生じた場合には、そ
の要因を確認しながら対応策の実施状況を監督していきます。
　本計画の審議にあたって取締役会で特に議論となったのは、リスク管理やコンプライアンス体
制の強化と、将来の成長に向けた投資をどのように両立させるかという点です。これまで当社
グループは、新しい課題への挑戦や新たな分野への進出を成長の原動力としてきました。不祥
事への対応を着実に進める一方で、そうした強みを失うことなく将来の成長に向けた投資を継
続していくことが重要です。取締役会では、そのバランスをどのように取るべきかについて議
論を重ね、執行側はそうした意見を踏まえながら計画の検討を進めました。こうした熱心な議論
を経て策定された本計画の実現に向けて、取締役会として引き続き責任を果たしていきます。

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

取締役会議長メッセージ

実効性あるガバナンスで、
持続的な成長を支える

取締役会長

白川 俊介

ステークホルダーからの信頼に応えるガバナンス体制を構築する
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レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

ROE4.5％の現実を直視し、収益構造を変える

■�Q �当社のROE水準や収益構造について、本質的な課題をど
う捉えていますか。

山澤 現在の収益性は低く、ROEは同業他社に見劣りし、
PBRも1倍を下回っています。その厳しい評価が株価に表れ
ていると受け止めています。低収益の要因は国内外で異なり
ます。国内では、決済環境やお客さまニーズ、AIを含む技術
革新への対応が遅れました。コスト構造にも見直す余地があ
り、例えばイオン銀行の経費率は主要金融機関と比べても高
い水準にあります。
　海外でも、従来強みとしてきた人による営業だけでは
プラットフォーマーとの競争や主力商品の変化に十分対応で
きません。AIやITを活用した事業モデルへの転換に加え、オー
ルイオンとしてどこに競争優位を築くのかという戦略が求め
られます。こうした問題意識は執行側とも共有しており、中
期経営計画の策定でも議論を重ねました。ただ、計画をつくっ
て終わりではありません。環境変化を捉えながら戦略を見直
し続ける必要があります。
長坂 当社のROEは、10年前の10％超から4.5％まで低下
しました。これは一時的な現象ではなく、国内外で収益構造
と資本効率が弱くなった結果です。国内では営業債権の増加
に見合う利益を生み出せず、海外でも上場3社の事業モデル
が成熟し、従来の延長線上では収益性の改善が難しくなって
います。お客さまに選ばれる高収益の商品・サービスを生み
出すには、IT・AI投資や外部との連携も含め、金融事業者の
発想にとどまらない変化が必要です。
　同時に、事業ポートフォリオ改革も不可欠です。イオン・
アリアンツ生命保険（現・明治安田トラスト生命）の株式譲渡
は容易な判断ではありませんでしたが、事業価値や資本への
影響を精査し、中長期的な企業価値向上にとって最善と判断

社外取締役
座談会

当社グループの企業価値向上に向けた提言を中心に、５人の社外取締役にインタビューを行いました。

企業価値向上に向けて

取引等審査委員会 委員

山澤 光太郎

指名・報酬諮問委員会 委員長 
取引等審査委員会 委員

長坂 隆

指名・報酬諮問委員会 委員 
取引等審査委員会 委員長

佐久間 達哉

指名・報酬諮問委員会 委員 
取引等審査委員会 委員

緒方 裕之
取引等審査委員会 委員

新井 佐恵子

1 2 4 53

4

51

2
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社外取締役座談会

しました。今後も各事業が企業価値向上に貢献するのかを厳
しく見極めていく必要があります。ROE10％の達成には、
高収益事業の育成とコスト構造改革の両方が必要です。

過去の成功体験を超え、「進取の気性」を取り戻す

■�Q �成長が伸び悩んだ背景には、どのような組織的要因があっ
たのでしょうか。

佐久間 前中期経営計画期間には、コロナ禍や基幹システム
開発の長期化に加え、カード不正利用被害の拡大、イオン
銀行への行政処分、ベトナム子会社取得に係る過年度決算修
正といった一連の不祥事案の発生が重なり、成長に十分な力
を振り向けられませんでした。ただし、それだけを理由にし
てはいけません。本質的には、過去の成功体験への依存が
あったと思います。当社はカードも銀行も後発ながら、新し
い挑戦によって地位を築き、早くからアジアにも進出しまし
た。しかしその後は同じ事業モデルを継続し、新しい挑戦を
十分に行えていなかったと考えています。
　当社には本来、新しい市場やサービスを取りに行く「進取
の気性」があるはずです。技術も、お客さまの行動も、競争
相手も変わるなかで、その姿勢を取り戻さなければなりませ
ん。これから社会や金融がどう変わり、自分たちはどこで勝
つのかを考え抜く力と、実行するリーダーシップが必要です。
限られた経営資源をどこに集中するのか。経営陣が「会社を

変えなければ生き残れない」という
決意を持ち、最後まで推し進めなけ
れば競争には勝てません。
山澤 国内における個品割賦や生
命保険元受事業の譲渡など、これ
までのポートフォリオ改革の方向性

は間違っておらず、過去から抱えて
いた課題は着実に整理してきまし
た。前中計は未達でしたが、打つ
べき手を打ってこなかった訳ではあ
りません。一方で、結果として収益
構造の転換には至らなかったこと
は重く受け止める必要があります。
　ポートフォリオ改革の前提には明確な戦略が必要です。競
合が金融、IT、顧客基盤を組み合わせた戦略を打ち出すな
か、当社もAEON Payの拡大だけでなく、その先の収益機
会をどうつくっていくのかを考えなくてはなりません。イオン
グループの顧客接点とデジタル金融、新たなサービスをどう
結びつけるかが問われています。

不祥事案を忘れず、仕組みから企業風土の改革へ進む

■�Q �一連のガバナンス事案をどう受け止め、何を変える必要
がありますか。

佐久間 事案ごとにそれぞれ真因分析などをして対策を講
じてきましたが、私たちが重く受け止めているのはそれだけ
ではありません。初期段階で問題の重大性を十分に把握でき
ず、報告や対応が遅れる例が少なくありませんでした。「それ
ほど大きな問題ではない」という認識が報告や対応を遅らせ、
問題を大きくしました。コンプライアンスの本質は手順を守る
ことではありません。なぜこの規制があり、何を守るための
仕事なのかを、一人ひとりが理解することが重要です。
　当社の従業員は真面目で一生懸命です。ですが、制度や
研修を整えるだけでなく、一人ひとりが自ら考え、責任に向
き合うことが重要です。私は従業員のエンゲージメントも
コンプライアンスリスクを見る手掛かりだと考えています。仕

事への納得感が低ければ、法令や規制への理解も浅くなり、
組織に綻びが生じやすくなるからです。
長坂 一連の事案を、個別のミスで終わらせてはいけませ
ん。背景には、法令や会計基準への理解不足、リスク感度の
低さ、自組織を超えて全社への影響を想像できない縦割り風
土という共通課題がありました。ベトナム子会社の事案では、
特別委員会の調査にオブザーバーとして加わりました。そこ
で感じたのは、「この問題がグループ全体にどのような影響
を及ぼすのか」という視点の不足です。
　当然、「取締役会は何をしていたのか」という問いからも逃
れられません。現在はモニタリング
の頻度と議論の質が高まり、執行
側と監督側が「もう後はない」とい
う覚悟を共有しています。経営陣
が現場を回り、中期経営計画を説
明しながら従業員の声を聞く取り組
みも始まりました。上下の対話がエ
ンゲージメントを高め、内部統制の実効性や不祥事の未然防
止につながることを期待しています。
山澤 これまでの経験上、金融機関で発生する不祥事には、
強過ぎるトップ、収益プレッシャーによるコンプライアンス軽
視、現場や管理部門の規制理解不足などの典型があります。
当社では特に、第一線で問題を認識し、食い止める力を高め
る必要があります。組織的な手当ては進みましたが、それだ
けで完結するものではありません。最後は一人ひとりのリス
ク感度と判断力です。一朝一夕には実現できないからこそ、
継続しなければなりません。
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親子上場の規律を守り、グループシナジーを企業価値につなげる

■�Q �イオングループとの関係には、どのような強みと難しさが
ありますか。

長坂 ブランド力や顧客基盤を活用できることは大きなメリッ
トです。一方で、親会社との調整も必要であることから、ス
ピードと独立性のバランスを意識しなければなりません。重
要なのは、イオングループとの協働が当社の企業価値を高め
ているのか、少数株主の利益が損なわれていないかを冷静
に見極めることです。
　注意すべき対象は取引だけではありません。人事も重要
です。指名・報酬諮問委員会では、CEOの評価基準やプロ
セスが当社の企業価値向上につながるか、透明性や客観性
が確保されているかを検証します。常に立ち返る原点は、
当社の企業価値向上と少数株主保護です。
佐久間 取引等審査委員会では、少数株主の利益に影響し得
る案件を幅広く検討しています。電子マネーWAON関連事
業の集約では、合理性や対価の妥当性を確認しました。イオン
グループの社会貢献活動への寄付も、少数株主の利益に反し
ていないかを毎年確認しています。必要に応じて第三者評価
を用い、合理性や手続きの妥当性を検証します。委員会があ
ること自体ではなく、実質的に機能しているかが重要です。
山澤 親子上場に対する資本市場の目は、今後さらに厳しく
なります。検討対象も狭義の関連当事者取引だけでなく、

人事や知的財産など、親会社と当
社の利害が異なり得る領域まで広
げて考えるべきです。外部の視点
で判断し、必要な時には執行側と
異なる意見を述べることが独立社
外取締役の役割です。

新井 イオングループでは比較的独立性が保たれてきた
一方、それがシナジーを十分に発揮できない一因だった可
能性もあります。金融はイオングループ全体に関わるイン
フラです。利益相反を厳格に管理したうえで、AEON Pay
を含む顧客接点をもっと活用することは、稼ぐ力につなが
るはずです。当社とグループ双方の企業価値向上は、少数
株主の利益にもつながります。
緒方 イオン生活圏と金融の組み合わせは、他社が容易に模
倣できない強みです。収益性と資本効率を高めるには、過去
の経験則ではなく事実とデータに基づき、経営判断の妥当性
やプロセスの公平性を検証する必要があります。さらに重要
なのが総合採算です。個々の商品だけでなく、別のサービス
利用や継続的な関係まで含め、グループ全体で利益を生み出
す。生活者との多様な接点を持つイオンだからこそ可能な戦
略です。

目標必達を最低条件に、次の成長へ踏み出す

■�Q �新体制の社外取締役として、企業価値向上へどう貢献し
ますか。

新井 CFOと公認会計士の経験を活かし、ガバナンスとコン
プライアンスが実質的に機能する仕組みづくりと、稼ぐ力の
向上を財務・内部統制の両面から監督し、支援します。内部
統制は従業員を束縛するものではなく、安心して力を発揮で
きる環境をつくるものです。適切な統制があるからこそ思い
切って挑戦することができます。クレジットカードの基幹シス
テムも稼働を開始しました。より機動的に活用し、その先にあ
るIT・AIによる金融変革を見据えることが肝要です。
緒方 企業価値向上には、成長戦略、ガバナンス、リスク管
理、資本の健全性を一体として考えることが重要です。リス

クとリターンに向き合い、事実と
データに基づいて迅速に判断する
ことが持続的成長につながります。
アジアも含め、各地域に即した経営
とグループ横断のリスク管理を両
立し、責任・権限と、許容するリス
クの範囲を明確にしたうえで、取るべきリスクを果敢に取る。
小売の基盤を持ち、生活者の日々の動線に沿ってサービスを
届けられる当社には、十分な勝機と伸び代があります。
長坂 中期経営計画の策定では、計画の蓋然性と具体性を
どう市場へ伝えるかを何度も議論しました。説明はまだ
十分ではありません。ROEの分析、資本コスト、営業債権
やセグメント別の収益性を示し、資本効率改善の道筋を数
字で伝える必要があります。実行と開示の両面で改善を続
けます。
山澤 ROE10％は必達が最低条件です。これまで計画を
十分に達成できていなかったことを踏まえれば、市場の目は
厳しく、投資家も進捗を細かく見ています。KPIを月次で確認
し、軌道がずれれば早い段階で原因を特定し、執行側へ働き
かける。社外取締役も実行過程を厳しく見ていかなければな
りません。ただし、縮こまってほしくはありません。会社は前
に進むからこそ問題にぶつかります。重要なのは、原因を深
掘りし、対策を次への備えに変えることです。失敗を恐れて
事業を縮小させるのではなく、一連の事案から学び、ガバナ
ンスを強くし、その基盤のうえで再び挑戦する。私たち社外
取締役の役割は期待を語ることだけではありません。中期経
営計画の進捗を継続的に検証し、必要な軌道修正を求めなが
ら、企業価値向上の実現を最後まで見届けることだと考えて
います。
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イオン銀行 業務改善命令への対応
2024年12月に、当社の連結子会社である（株）イオン銀行が金融庁から銀行法第26条第１項
の規定に基づく行政処分（業務改善命令）を受けました。お客さまおよび関係各位の皆さまに
多大なご迷惑とご心配をおかけしましたこと、深くお詫び申し上げます。

事案の概要
　業務改善命令の内容は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与（以下、マネロン・テロ資
金供与）対策を重視する健全なリスクカルチャーを醸成し、実効性のあるマネロン・テロ資金供与
リスク管理態勢を構築するとともに、疑わしい取引の届出に関する適切な業務運営を確保するた
めの措置を求めるものです。

業務改善計画の概要
　イオン銀行では実効性の高い再発防止のため、改善計画の策定および着実な実行に向けた
組織として、取締役会直下に「マネロン・テロ資金供与リスク管理態勢改善委員会」を設置し、
取締役会の管理監督のもと、外部の知見も活用しつつ、経営陣が先頭に立って業務改善計画
を実行し、定期的に進捗状況について金融庁へ報告を行っています。

一体となったALM/CFＴ体制の構築
　イオン銀行の業務改善計画の着実な進捗実行と並行して、当社はイオン銀行と一体となった
AML/CFT体制の構築のため、以下の取り組みを行っています。

情報連携の強化
　早期の情報連携強化を目的として、当社の「リスク・コンプライアンス委員会」とイオン銀行の「マ
ネロン・テロ資金供与リスク管理態勢改善委員会」を同日に連続開催することで、共通の課題に
対して両社で議論する運用としています。これにより、グループ全体でのリスク認識の早期共有
と意思決定、対策実施までの一貫性を確保しております。

合同従業員教育の実施による理解の深化
　これまでは、当社とイオン銀行のそれぞれで従業員教育を実施していましたが、両社の受委
託の関係性についても触れながら、両社の全従業員に対して、同一の教育を実施する運用に変
更しました。AML/CFTが金融機関にとって「なぜ重要なのか」、「どのように対応すべきか」、各
部門にとって 「AML/CFTの役割は何か」について、全従業員が理解を深めたうえで、業務に従
事できるよう意識向上に取り組んでおります。また、全従業員向け研修のほか、役員向け研修や
２線向け研修など階層に応じた研修の実施に加えて、本件に対する意識調査を並行して定期的に
実施するなど、体系的な取り組みを行っております。

子会社管理体制の強化
当社は、本業務改善命令等の課題の顕在化を踏まえ、子会社管理態勢を見直し、金融グループ
としてのガバナンス強化を図っております。

組織の強化

横軸での連携強化と、３線態勢の見直し
－子会社を含めた2線・3線の役割明確化、組織評価の見直し
M&A等のプロセス再整備
－社内規程・規則の見直し、周知徹底
経営幹部としての知識、判断能力の向上・適正人材の拡充
－経営体制強化に向けた研修・教育機会の拡大

子会社との連携強化
子会社への派遣役員制度の運用高度化
－派遣役員としてのミッション明確化、職務執行状況のモニタリング
子会社から当社への承認・報告制度の最適化
－業法、エリア、子会社規模に応じた、権限の集約・委譲の適正化

主な進捗（2026年8月時点）対応事項

■マネロン・テロ資金供与リスク管理態勢改善委員会を設置（’24/12月）
■外部専門家の知見を活用し、リスク評価書の見直しを実施（’25/3月・7月）
■�従業員の意識向上、経営陣と従業員の双方向の対話を目的と
して、経営陣と従業員との座談会を実施（’26/５月）

ガバナンス強化マネロン・テロ資金供与対策に関するガバナンス強化1

ガイドライン未了事項の早期解消4

新システムの早期リリースおよび業務運営の開始5

疑わしい取引の届出業務を適時・適切に行うための態勢
構築2

取引モニタリングシステムで検知したにもかかわらず、
疑わしい取引に該当するか否かの判断を行わず放置した
取引への対応

3 ■KRIの実績・推移を月次で報告し、検証する運用を継続（’25/１月～）
■新システムの運用を開始（’25/7月）
■業務量に応じた適切な人員配置による業務運営態勢構築（’26/５月）
■人員の増員、外部専門家の知見の活用等による内部監査態勢構築（’26/５月）

態勢構築

■�外部専門家による経営陣向けの研修を実施（’25/2月）
■研修プログラムに基づく研修を継続して実施（’25/4月～）

教育／研修

業務改善命令への対応事項・進捗

業務改善命令および業務改善計画の詳細な進捗状況については、イオン銀行のWebサイトをご参照ください
https://www.aeonbank.co.jp/company/release/

https://www.aeonbank.co.jp/company/release/
https://www.aeonbank.co.jp/company/release/
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コーポレートガバナンス・ガイドライン
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/governance/guideline/

企業統治強化の歩み
■�社外取締役で構成される 

取引等審査委員会の設置

■�社外取締役を１名増員、 
全取締役の半数が社外取締役

■内部統制推進委員会の設置

■社外取締役を1名増員

■経営会議の設置
■社外取締役、社外監査役の選任

■指名・報酬諮問委員会の設置
■コーポレートガバナンス・ガイドラインの策定

■執行役員制度の導入
■社外取締役を1名増員
■社外取締役比率3分の１

■�指名・報酬諮問委員会の 
委員長に社外取締役就任

2014
年

2015
年

2017
年

2018
年

2019
年

2021
年

2022
年

2026
年
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当社グループのコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方は次の通りです。

1  �当社の親会社であるイオン株式会社（以下、イオン）の基本理念、イオング
ループ未来ビジョンを当社および当社グループに浸透させます。

【イオンの基本理念】
お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する。
イオンは、小売業が平和産業であり、人間産業であり、地域産業であると信じ、その使命を
果たす企業集団として永続するために、お客さまを原点に絶えず革新し続けてゆきます。
イオンの基本理念： https://www.aeon.info/company/concept/

【イオングループ未来ビジョン】
一人ひとりの笑顔が咲く　未来のくらしを創造する
イオングループ未来ビジョン： https://www.aeon.info/company/code_of_conduct/

2  �Our Purposeの実現・実践に向け、当社役員・従業員、グループ会社各社
の自主・自律性を尊重しつつ、経営の基本方針の徹底を図ります。

【Our Purpose】
金融をもっと近くに。一人ひとりに向き合い、まいにちのくらしを安心とよろこびで彩る。

【経営の基本方針】
「お客さま第一」、「生活に密着した金融サービスの提供」、「社会の信頼と期待に応える」、
「活力あふれる社内風土の確立」

3  �株主への利益還元、関係ステークホルダーとの相互利益および社会貢献の
ため、当社グループの全役員・従業員が協力して、以下の取り組みを推進し
ます。
①�取締役会から各部署に至るまで、意思決定にあたっては、メリットのみならずデメリットや

リスクも含めて十分に情報を集め、自由闊達な議論により利害得失を多角的に検討した
うえで、適正な手続きにより、法令等の社会規範に適合し、最適な決定をします。

②�お客さまの生活を豊かにするため、業務の効率化と事業の革新を追求し、グループシナ
ジーの最大化により、継続的な成長を進めます。

　これらの経営の基本方針に基づき、当社は経営戦略・中期経営計画を定め、その達成のため
当社グループ各社の経営管理を適切に行うこととしています。とりわけ、成長戦略において
重要な位置を占める海外子会社においては、経営環境や行政法規制などの各国の特殊性も踏
まえた実効性のあるガバナンス体制を構築してまいります。
　また、上記の理念・方針が、海外子会社を含めグループ各社の事業活動の第一線まで広く
浸透し確実に遵守されるよう努め、社会的責任を果たしてまいります。
　当社は、株主の皆さまの権利を尊重し経営の公正性・透明性を確保するとともに、経営の活
力を増大させることがコーポレート・ガバナンスの要諦であると考え、実効的かつ最良のコーポ
レート・ガバナンスを実現するよう取り組むとともに、常にこれの見直しを図ってまいります。

③�従業員については、公正な処遇や評価と能力発揮機会の適切な提供により、自ら考えて
行動する人材を育成し、その能力の最大限の発揮を図ります。

④事業を通じた社会貢献やサステナブルな経営を推進します。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/governance/guideline/
https://www.aeon.info/company/concept/
https://www.aeon.info/company/code_of_conduct/
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各監督機関の役割と構成
機関 取締役会 監査役会 指名・報酬諮問委員会 取引等審査委員会

構成員 社内5名、社外5名 社内1名、社外3名 社内2名、社外3名 社外5名

概要

■�取締役会長を議長とし、原則毎月1回開催するこ
とにより、経営監視機能および内部統制機能の
強化に継続的に取り組みを行う。

■�毎月1回定期開催するほか、必要に応じて随時
開催。

■�当社は監査役会設置会社であり、監査役会は社
外監査役3人（うち、独立役員3人）、監査役1人
の計4人で構成されており、そのうち1人は財務・
会計に関する相当程度の知見を有している。

■�原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて
随時開催。

■�当社および当社グループの各社の取締役および
経営陣幹部の指名ならびに報酬の決定が客観
性、透明性および独立性のある手続きにより行
われることなどを確保し、取締役会より諮問を受
けた次期取締役の候補者や取締役の報酬につ
いて審議。

■�当社の支配株主と少数株主との利益が相反する
重要な取引または行為に関し、少数株主の利益
の保護の観点から当該取引または行為の適正さ
を審議。

■�必要に応じて随時、開催。

社外比率 50%（5名/10名中） 75%（3名/4名中） 60%（3名/5名中） 100%（5名/5名中）

2025年 
開催回数 20回 22回 15回 3回

議長 
（委員長） 取締役会長 常勤監査役 社外取締役 社外取締役

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

コーポレート・ガバナンス体制図（2026年5月22日現在）
株主総会

取締役会

各専門領域における
社内会議体

会
計
監
査
人

経営会議

監査役（会）

リスク・コンプライアンス委員会

サステナビリティ委員会

指名・報酬諮問委員会

取引等審査委員会

選任・解任選任・解任

選定・委任
監督・解職

報告

報告

監査

報告

報告

指示
報告

提案・報告提案・報告 指示報告指示 提案・報告

提案・報告

提案・報告 委嘱 諮問報告 答申

モニタリング・助言・指導

報告

報告

会計監査

連携 監査

選任・解任

各部門

委員会

子会社

経
営
監
査
部

指示
代表取締役

社長執行役員
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取締役会・監査役会の構成
（2026年9月30日時点）

取引 指名◎ 取引

白川 俊介
取締役会長

所有株式数	 2,928株
取締役在任年数	 3年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�大蔵省（現 財務省）入省後、金融庁総合政策局

総括審議官、財務省関東財務局長などの要職を
歴任し、金融行政における豊富な経験と深い見
識を有する

■��取締役会の適切な監督機能および意思決定機
能の強化を期待

山澤 光太郎
社外取締役

所有株式数	 0株
取締役在任年数	 6年11カ月

【選任理由と期待する役割】
■�日本銀行で幅広い業務を担当した後、大阪取引

所取締役、日本取引所グループ専務執行役、大
阪取引所取締役副社長を歴任

■�金融事業における経営経験と実績
■�財務会計およびコーポレート・ガバナンスに関す

る卓越した見識

深山 友晴
代表取締役 兼
社長執行役員

所有株式数	 9,815株
取締役在任年数	 1年0カ月

指名

【選任理由と期待する役割】
■�イオンおよび海外において要職を歴任
■�グループ決済戦略の実行、マレーシア・ベトナム

における事業モデル確立、実行力のある組織・
経営基盤の確立実現を期待

佐久間 達哉
社外取締役

所有株式数	 0株
取締役在任年数	 6年11カ月

【選任理由と期待する役割】
■�東京地検総務部長・特捜部長、国連アジア極東

犯罪防止研修所所長など、検察・法務分野の要
職を歴任

■�弁護士としての法曹界における豊富な経験と卓
越した見識

三島 茂樹
取締役 兼
専務執行役員

所有株式数	 ０株
取締役在任年数	 1年0カ月

指名

【選任理由と期待する役割】
■�松下電器産業株式会社（現 パナソニックホール

ディングス株式会社）に入社後、人事戦略グルー
プ部長、執行役員チーフヒューマンリソースオ
フィサーなどの要職を歴任

■�パナソニックホールディングス株式会社におい
て、グループチーフヒューマンリソースオフィ
サーとして人事全般を統括

■�人事に関する豊富な経験を活かし、グループガ
バナンス強化推進を期待

長坂 隆
社外取締役

所有株式数	 0株
取締役在任年数	 6年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�小売業、金融業、海外進出企業など多様な業種

に対応した監査経験
■�会計監査および内部統制に関する豊富な経験と

卓越した見識

吉田 昭夫
取締役

所有株式数	 0株
新任

【選任理由と期待する役割】
■�ジャスコ株式会社（現 イオン株式会社）入社後、

イオンモール株式会社の代表取締役社長などの
要職を歴任し、現在はイオン株式会社の取締役 
兼 代表執行役社長として、国内外の多様な事業
の経営を担う

■�グローバルな事業経営および経営管理に関する
豊富な経験と幅広い見識を活かし、当社の経営
全体の高度化および持続的成長の実現への貢
献を期待

新井 佐恵子
社外取締役

所有株式数	 0株
新任

【選任理由と期待する役割】
■�公認会計士として監査・税務に従事し、CFO・

海外CEOなどを歴任した豊富な実務経験と高
い専門性を有する

■�会計・財務および企業経営の知見を活かし、当
社経営への的確な助言とガバナンス強化への貢
献を期待

岡田 尚也
取締役

所有株式数	 0株
新任

【選任理由と期待する役割】
■�イオンリテール株式会社入社後、国内外で小売・

海外事業の責任者や社長を歴任し、豊富な経営
経験と幅広い見識を有する

■�人事・サステナビリティ領域を含むマネジメント
経験を活かし、成長モデル確立とガバナンス強
化への貢献を期待

緒方 裕之
社外取締役

所有株式数	 0株
新任

【選任理由と期待する役割】
■�銀行・市場業務や財務企画を経て、MUFGグ

ループで取締役・監査役など要職を歴任し、豊
富な経営経験と見識を有する

■�グローバルな財務・経営戦略および監査経験を
活かし、当社の持続的成長に向けた助言と経営
高度化への貢献を期待

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

指名 取引指名 取引◎ 取引

指名 指名・報酬諮問委員会 取引 取引等審査委員会 監査 監査役会
※在任年数は2026年5月末時点のものです。 ※「◎」は議長もしくは委員長
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監査

監査◎

取締役会・監査役会の構成

監査

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

指名 指名・報酬諮問委員会 取引 取引等審査委員会 監査 監査役会

　当社監査役会は、経営陣から独立した立場で取締役の職務執行を監査するとともに、グルー
プ全体のガバナンスおよび内部統制システムに係る監査の実施を通じ内部統制の実効性向上
に取り組んでいます。また、取締役会、内部監査部門および会計監査人との緊密な連携を通じ、
持続的な成長と企業価値向上を支える実効性ある監査とガバナンス強化に寄与しています。

今期の活動状況
• �監査の方針および計画、職務の分担等を定め、監査の実施状況および結果について報告を

受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めています。

• �監査役会は、原則毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催しています。
• �2025年度の監査役会における主な決議事項、報告事項等は以下の通りです。

決議事項 具体的な内容

監査役監査方針
および監査計画

中期経営計画を踏まえた監査方針の策定（内部統制システムの構築・運用状況の監視、経営環境
の把握および積極的な意見表明）ならびに監査実施項目、重点監査項目および各監査役の職務
分担を定めた監査計画の決定

会計監査人に関する事項
（再任の適否、報酬等の同意）

日本監査役協会の実務指針を参考に策定した評価基準に基づく、会計監査人の品質管理体制、独立
性、監査実施体制およびグループ監査体制等の総合評価ならびに再任の適否の確認。ならびに、監
査計画の内容、監査時間および報酬見積りの妥当性の検証に基づく会計監査人の報酬等への同意

監査役会監査報告 重点監査項目等を踏まえた事業報告等の監査結果ならびに計算書類等および連結計算書類の監査
結果に関する各監査役および会計監査人からの報告の受領、審議および監査役会監査報告の決議

報告事項等 具体的な内容

業務執行取締役、
幹部社員等との意見交換

代表取締役および業務執行取締役全員ならびに一部執行役員からの業務執行状況の聴取およ
び意見交換の実施。ならびに、重要な子会社の役員との経営課題に関する意見交換の実施

常勤監査役の
月次監査活動報告

当社および監査役を兼任する子会社の重要会議への陪席、取締役および使用人等との面談、内
部監査部門および会計監査人との連携、往査等を通じた確認事項・気付き事項ならびに常勤監
査役の意見等

取締役会への報告内容 監査役監査の実施状況および監査を通じた気づきについて、四半期ごとに監査役会の報告とし
て取りまとめ。監査役会での意見交換に基づき、取締役会への報告および提言を実施

内部監査部門との連携 内部監査部門からの監査実施状況、監査計画および財務報告に係る内部統制の有効性評価結果
等に関する定期的な報告の受領ならびに監査役監査の共有を含む意見交換の実施

会計監査人との連携 会計監査人からの監査方針、監査計画、四半期レビュー、期中レビューおよび期末監査結果等に
関する報告と意見交換の実施。内部監査部門参加のもとでの三様監査の視点による議論の実施

監査上の主要な検討事項
（KAM）※に関する会計監査人
とのコミュニケーション

会計監査人からのKAMの決定プロセス、選定理由および監査上の対応に関する説明の受領なら
びに議論の実施。KAMに係る貸倒引当金の見積りの合理性および開発中ソフトウエア資産の評
価等に関する監査状況の確認

谷 新一郎
常勤監査役

（社外監査役）

所有株式数	 0株
監査役在任年数	 1年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�三井住友銀行と三井住友フィナンシャルグルー

プの経営管理業務に従事した豊富な経験と知見 
■�グループCAE（内部監査責任者）等を歴任し、内

部監査高度化とコーポレートガバナンス強化を
推進した実績 

■�システム・シンクタンク企業の監査役として培っ
た監査経験と経営の適正性確保への見識

小林 昭夫
社外監査役

所有株式数	 0株
監査役在任年数	 1年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�国内外の上場企業に対する30年以上の監査経

験に基づく財務会計・監査・情報開示分野の高
い専門性 

■�コーポレートガバナンス強化や取締役会実効性
評価支援を通じて培った豊富な知見と実績 

■�企業再編、海外資金調達、不正調査、内部統制
強化など経営課題への幅広い支援経験

小野 保子
社外監査役

所有株式数	 0株
監査役在任年数	 2年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�三井住友銀行の海外グループ子会社社長等の要

職の歴任など金融業界での豊富な経験と知見 
■�海外金融会社経営経験に基づくグローバルガバ

ナンスおよびリスク管理に関する高い専門性 
■�SMBCコンシューマーファイナンスおよびグルー

プ会社の監査役として培った監査経験と実効的な
監督経験

藤本 隆史
監査役

所有株式数	 0株
監査役在任年数	 3年0カ月

【選任理由と期待する役割】
■�大阪府警察本部長、警察庁刑事局長等の要職を

歴任し、警察行政全般にわたり培った豊富な経
験と幅広い見識 

■�マネー・ローンダリング対策をはじめコンプライ
アンス分野における高い専門性と知見 

■�イオングループ企業の監査役経験と当社グルー
プへの理解に基づくガバナンス強化と適切な監
督経験

監査

※Key Audit Matters

※在任年数は2026年5月末時点のものです。 ※「◎」は議長もしくは委員長

監査役会の役割と活動状況
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　イオンは、各事業会社が自主性・独自性を発揮しながら成長することで、グループ全体の企
業価値向上を目指しています。また、資本市場からの規律や外部評価を経営に取り入れること
が、持続的な成長とガバナンスの強化につながると考えています。当社はこうした考えのもと、
上場会社として独立した経営を行っています。
　当社は上場会社として、金融事業に求められる透明性と健全性を確保するとともに、資本市
場との対話を通じて経営を磨き続けています。金融は信頼を基盤とする事業であり、市場から
の規律や評価を受けながら経営を進化させることが競争力向上につながると考えています。

取引等審査委員会の機能と役割
　当社の支配株主と少数株主との利益が相反する重要な取引または行為に関し、少数株主の
利益の保護を図ることを目的に、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役で構成する取引
等審査委員会を設置しています。本委員会は、取引等審査委員会規則にて、取締役会は当社ま
たは当社の子会社と当社の支配株主またはその子会社（当社およびその子会社を除く）との取
引、その他の支配株主と少数株主との利益が相反する取引または行為について決議するとき
は、あらかじめ委員会の意見を聞かなければならないと定めています。

【活動状況】
2025年度において審議した主な議題は以下の通りです。
• ブランドロイヤリティの支払いについて
• 支配株主の子会社の株式の取得について
• 支配株主の子会社からの事業承継について

指名・報酬諮問委員会の機能と役割
　当社および当社グループ各社の取締役および経営陣幹部の指名ならびに報酬の決定が、客
観性、透明性および独立性のある手続きにより行われることなどを確保するため、取締役会の
諮問機関として、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会を設置しています。
本委員会は、取締役、監査役もしくは執行役員の選任、解任、人材育成その他人事に関する事
項または報酬に関する事項について審議し、取締役会に意見を述べることができます。なお、

取締役会は、以下の決定をするときは、あらかじめ委員会の意見を聞かなければならないもの
としています。

• 株主総会に提案する取締役候補者または監査役候補者の選定
• 代表取締役、役付取締役、業務執行取締役の選定または解職
• �当社グループ各社の代表者（社長または経営執行責任者に相当する者）の選定または解職に

関する方針
• 執行役員の選任または解任
• 常勤取締役の兼任の承認
• �取締役、監査役もしくは執行役員の選定、解職等に関する基本的方針または社外取締役の独

立性判断基準
• 取締役もしくは執行役員の報酬制度またはそれに基づく具体的な報酬額

【活動状況】
2025年度において審議した主な議題は以下の通りです。
• 当社役員候補者および執行役員の選任
• 当社執行役員の人事異動
• 当社取締役および執行役員の個人別報酬
• 当社グループ各社代表者候補者の選任、代表者変更
• 当社グループ各社役員候補者の選任、役員体制変更
• 役員報酬制度の見直し

また、独立した上場会社であることは、地域社会、加盟店、提携先など多様なステークホルダー
との連携を広げ、新たな価値創造を進める基盤となっています。
　一方で、親会社を有する上場会社として、少数株主の利益保護は重要な責務です。当社では
独立社外取締役を中心としたガバナンス体制を整備し、親会社との取引や利益相反の可能性が
ある事項については独立した立場から十分な審議・検証を行っています。こうした市場規律と
ガバナンスのもと、全ての株主の利益に配慮しながら持続的な成長と企業価値向上を実現して
いきます。

上場子会社としての考え方

取引等審査委員会／指名・報酬諮問委員会

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3
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　当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容
は以下の通りです。

• �取締役の報酬は、経営戦略遂行を強く動機づけるとともに業績と連動するものであり、公正、
透明性に配慮したものです。

• �取締役の報酬は、「基本報酬」、「業績報酬」および「株式報酬型ストックオプション」で構成し
ています。

1  取締役報酬の内訳
①「基本報酬」

　役位別に設定した基準金額内で、個別評価に基づき定め、月額払いで支給しています。
なお関連会社役員を兼務し関連会社より報酬を受領する取締役の基本報酬は、個別に対応
しています。

②「業績報酬」
　総現金報酬（基本報酬+業績報酬）に占める業績報酬のウエイトは30％前後とし、責任に
応じてそのウエイトを高めています。
　業績報酬の支給率は、期首に設定した目標達成時に基準金額の100％を支給するものとし、
当該年度の業績および個人別評価に基づき０％から200％の範囲で変動幅を設けています。
　業績報酬は、全社業績報酬と個人別業績報酬により構成し、それぞれ50％のウエイトと
しています。

（ａ）�全社業績報酬は、役位別基準金額に対して、連結および会社業績（営業収益および経常
利益）の達成率に基づく係数により算出し、業績を総合的に勘案し決定しています。

（ｂ）�個人別業績報酬は、役位別基準金額に対して、中期経営計画の実現に向けた経営目標
達成度による個人別評価に基づく係数により決定しています。

③「株式報酬型ストックオプション」
　株価や業績と報酬との連動性を高め、株価上昇によるメリットのみならず株価下落による
リスクまでも株主と共有することで、継続した業績向上と企業価値増大への意欲や士気を

高めることを目的に、業績を反映させた株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を
割り当てています。新株予約権の割り当て数については、役位別基準数に対して、当該年
度の業績に基づき決定しています。
　なお、株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権の総数は、2007年５月15
日開催の第26期定時株主総会において200個（当社普通株式20,000株）を１年間の上限と
決議しており、2023年５月24日開催の第42期定時株主総会において新株予約権の総数、
1年間の上限を200個から400個（当社普通株式40,000株）に改定することを決議してい
ます。

2  報酬構成の割合
　役員報酬（基本報酬+業績報酬+株式報酬型ストックオプション）に占める総現金報酬（基本
報酬+業績報酬）のウエイトは80％から90％程度とし、役位別基準数に対して、当該年度の業
績に基づき決定しています。また、総現金報酬（基本報酬+業績報酬）に占める業績報酬のウエ
イトは30％前後とし、責任に応じてそのウエイトを高めています。なお、 社外取締役は固定報
酬のみの支給となり、全社・個人別業績評価ともに適用対象外となっています。

役員区分別の種類別報酬総額（2025年実績）

役員区分 支給人員（名）
報酬等の額（千円） 報酬等の総額

（千円）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬など

取締役（うち社外取締役） 12(4) 141,240
（55,200）

19,100
（－）

7,849
（－）

168,189
（55,200）

監査役（うち社外監査役） 5(5) 34,800
(34,800) － － 34,800

(34,800)

合計（うち社外役員の合計） 17(9) 176,040
(90,000)

19,100
（－）

7,849
（－）

202,989
(90,000)

(注)	 1.�上表には、2025年5月23日開催の第44期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名、監査役２名、2025年1月14日及び2025
年12月31日付で辞任した取締役２名を含んでいます。

	 2.�取締役の報酬限度額は、2015年６月24日開催の第34期定時株主総会において、年額550百万円以内と決議しています。なお、このう
ち金銭報酬が年額400百万円以内（うち社外取締役分は2022年５月23日開催の第41期定時株主総会で100百万円以内と決議）とし、
株式報酬型ストックオプションの公正価値分として年額150百万円以内となっています。第34期定時株主総会終結時点の取締役の員数
は、10名（うち、社外取締役は４名）、第41期定時株主総会終結時点の取締役の員数は、12名（うち、社外取締役は４名）です。また、2023
年５月24日開催の第42期定時株主総会において、株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の１年間の発行上限数を200個から400
個に改定いたしました。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は、12名（うち、社外取締役は４名）です。

	 3.�報酬等の額には、取締役４名に対する業績連動報酬等の支払いに係る費用19百万円が含まれています。また、非金銭報酬等には、取締役
６名に対する株式報酬型ストックオプション（新株予約権）の割り当てに係る費用7,849千円が含まれています。

役員報酬基本方針
レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3
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取締役会の実効性評価
レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資することを目的としたコーポレート・
ガバナンス強化のために、取締役会の実効性の分析、評価を実施し、その結果を通じて抽出さ
れた課題に対して、PDCAサイクルの取り組みを行っています。

2025年度の取り組み
　当社は、さらなる取締役会の実効性向上を図るため、前年度の実効性評価結果を踏まえ、
以下の重点課題への対応を推進しました。

①取締役会における中期経営計画および成長戦略に関する議論の深化
　2026年度を初年度とする次期中期経営計画の策定にあたって、取締役会での議論を充実さ
せるため、中期経営計画および各事業戦略を取締役会の定例議案として設定するとともに、
オフサイトミーティングを複数回実施しました。2026年度から２０３０年度の中期経営計画は、
２０２６年４月８日の取締役会で決議し、公表しました。2025年度評価においても引き続き重点
課題としており、到達度は「一部達成」と評価しています。

②取締役会構成の見直し
　上場子会社としての少数株主保護の実効性確保および監督機能強化の観点から、取締役会
構成の見直しについて検討を進めました。指名・報酬諮問委員会は2025年度に15回開催し、
その結果、2026年5月の定時株主総会において、社外取締役比率50％となる取締役候補者
案を付議しました。一方で、少数株主保護の観点からは、社外取締役の過半数化を目指す必要
があると認識しており、到達度は「一部達成」とし、2026年度も継続課題としています。あわ
せて、次世代経営人材の育成について、後継者候補の育成状況を確認し、持続的成長を支える
経営体制構築に向けた課題認識を共有しました。

③取締役会運営の高度化
　取締役会運営の更なる高度化に向け、取締役会事務局としてコーポレートガバナンス企画室
を2025年に新設し、アジェンダ構成の見直し、独立社外役員との連携強化、取締役会事前説
明会の運営高度化等を通じて、取締役会運営の質的向上を図りました。加えて、投資家との対
話や経営陣への建設的な意見表明など、取締役会での議論の活性化も確認されました。2025
年度評価では、取締役会運営に一定の改善が見られたものの、中期経営計画および成長戦略
に関する討議時間の確保に向け、引き続きアジェンダ設定の最適化を継続課題としました。
　一方で、2025年度はイオン銀行の業務改善命令、海外子会社取得に係る過年度決算の修正
等への対応を含む重要リスク事案について、重点的に審議しました。これらの議論を通じてリス
ク管理態勢やグループガバナンスのさらなる高度化に向けた課題認識を共有するとともに、再
発防止策の実行と経営体制の強化を推進し、次年度以降の取り組みの方向性を明確化しました。

前年度（2024年度）アンケートにて抽出された課題への対応
　当社の企業価値向上に向けた中長期目線の戦略議論をさらに充実させ、成長志向の経営を
推進するため、取締役会で中期経営計画や各事業戦略を定例議案として設定し議論を行うほ
か、オフサイトでのミーティングも活用し中長期戦略の議論の充実化を図りました。

■ �取締役会の全体評価
■ 取締役会構成
■ 取締役会の事前準備
■ �取締役会の運営
■ 取締役会での討議

■ �取締役会の所要時間の適正性
■ �次世代人材および後継者候補の育成
■ �中期経営計画の進捗と課題分析

■ �委員会（指名・報酬諮問委員会、取引等審査委員会）
■ �監査役会
■ �取締役会における自身の貢献度
■ 前年度課題への対応状況
■ 議案の重要度と議論量のギャップ分析

■ �取締役会に上程される議案の適正性および 
資料の質・量

■ �内部統制やリスク管理体制についての議論と整備

具体的な検討内容
■ 経営戦略・中長期戦略の策定
■ 各事業における進捗状況の管理
■ 資本政策/資源配分の決定
■ グループの内部統制の構築および運用状況の管理
■ 各種委員会の活動内容の報告
■ 当社およびグループ会社の重要な業務執行報告

アンケート項目

アンケートで抽出された課題

2025年度の審議事項

10%
9%

21%

30%

8%

23%



イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

S
U

S
TA

IN
A

B
ILITY

76

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

取締役会の実効性評価

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

督機能が適切に発揮されていることも確認されました。
　一方、重要リスク事案の審議に多くの時間を要し、取締役会の所要時間は長くなる傾向にあ
りました。また、中期経営計画および成長戦略は、重要度に比して議論量がなお十分とは言え
ず、討議のさらなる深化が必要と認識しました。さらに、上場子会社としての監督機能の実効
性向上および少数株主保護の実効性を高める観点から、取締役会構成の見直しについても、
構成変更後の運用を通じた検証を含め、継続課題と認識しました。

今後の重点課題
　当社は、前年度の評価で確認された成果と課題を踏まえ、取締役会の実効性向上に向け、
以下の重点課題に取り組んでまいります。

①中期経営計画および成長戦略に関する議論の深化 　
　中長期戦略の議論の充実化に向け、引き続き、十分な討議時間を確保します。中期経営計画
の進捗については、KPI等を活用し、定期的にモニタリングを実施するとともに、計画と実績の
差異要因や今後の対応策について取締役会で継続的に議論を行います。また、市場環境や事
業環境の変化も踏まえながら、中長期的な企業価値向上に資する戦略的な討議の充実を図って
まいります。

②取締役会運営の高度化 　
　上記①を実効的に行うため、付議基準の見直し、執行側への適切な権限移譲を進めます。
あわせて、執行会議体における論点整理の深化、資料の枚数制限による論点の明確化、取締役
会事前説明会および独立社外役員からの事前質問の受付・回答の充実により、取締役会におけ
る審議の質と効率の両立を図ります。また、取締役会において真に議論すべきテーマに経営資源
を集中できるよう、アジェンダ設定や運営手法についても継続的な見直しを進めてまいります。

③持続的な成長に向けた次世代経営人材の育成および指名・報酬に関する議論の深化
　持続的な成長を支える経営体制の構築に向け、次世代経営人材の育成およびサクセッション
プランの実効性向上は、取締役会における重要な監督課題であると認識しております。引き続
き、指名・報酬に関する議論の充実を図るとともに、後継者候補の育成状況等を適切にモニタ
リングします。また、グループ全体の持続的な成長と企業価値向上を支える人材基盤の強化に
向け、中長期的な視点で後継者育成および経営人材の確保・育成に取り組んでまいります。

　2025年度においても、全取締役（１０名）および全監査役（４名）を対象に、取締役会の構成や
運営状況などに関する10項目のアンケート調査を実施しました。
　取締役会の実効性向上に向けては、現状を客観的に把握し、課題を率直に共有することが重
要であると考えています。取締役会の構成や運営状況などに関するアンケートでは、取締役・
監査役から多様な視点による、意見や提言が寄せられました。

評価の結果
　取締役および監査役へのアンケートの結果、現行のコーポレート・ガバナンス体制と運用は
概ね適切であり、取締役会は全体として有効に機能していると評価されました。特に、前中期
経営計画期間には、イオン銀行への業務改善命令、クレジットカード不正利用被害の拡大、
海外子会社取得に係る過年度決算修正等の重大事案が発生しました。これを踏まえ、当社は再発
防止策の策定と経営体制の強化に取り組んでおり、内部統制・リスク管理体制に関する取締役
会の監督・モニタリングについては、改善傾向が確認されました。また、自由闊達な議論に加
え、投資家との対話に関する議論の充実や、経営陣への建設的な意見表明など、取締役会の監

　2025年度の実効性評価では、取締役会における自由闊達かつ建設的な議論が評価されました。
一方、執行段階における論点整理、戦略的議論への時間配分、取締役会構成および後継者計画に
ついて、さらなる改善を求める意見が寄せられました。

評価された点
■ �社外取締役を含め、自由闊達かつ建設的に意見を述べられる環境が確保されている。
■ �取締役会事務局による継続的な運営改善と支援体制の向上が認められる。

今後の課題・期待
■ �取締役会で本質的な議論を行うため、執行段階における論点整理と議論を一層充実させる必要

がある。
■ �中長期的な企業価値向上に向け、経営戦略、事業ポートフォリオおよび成長戦略に関する議論を

さらに充実させる必要がある。
■ �上場子会社としての特性を踏まえ、独立性、多様性および必要な専門性の観点から、取締役会構

成を継続的に検討する必要がある。
■ �CEO後継者計画と次世代経営人材の計画的な育成について、議論と監督を一層深化させる必要

がある。

取締役会参加者から寄せられた主な意見



イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

S
U

S
TA

IN
A

B
ILITY

77

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

コンプライアンスについて
　当社グループの従業員は、社会規範や企業倫理に則った適切な判断と行動をするうえで、
日常行動の基本的な考え方や判断基準としてイオンピープルが共有する「イオンの基本理念」を
指針とし、当社グループのコンプライアンスに対する基本的な姿勢を明確に定める「AFS（イオン
フィナンシャルサービス）グループコンプライアンス基本方針」を共通の価値基準として、これを
遵守することとしています。

• �コンプライアンスを統括する部署として法務コンプライアンス部を設置し、当社およびグループ
各社のコンプライアンス状況のモニタリングや必要に応じて指導・助言などを行っています。

コンプライアンス推進体制
グループコンプライアンス体制

コンプライアンス・リスク管理

AFSグループコンプライアンス基本方針
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/governance/compliance/

指導・助言

指導・助言

指導・助言

イオンフィナンシャルサービス

国内・海外各社

監査役会
取締役会

取締役会 監査役会

監査部門

コンプライアンス担当部門

内部通報窓口（イオンコンプライアンスホットラインなど）

内部通報窓口（イオンコンプライアンスホットラインなど）

コンプライアンス統括部門

リスク・コンプライアンス委員会
（オペリスク・コンプライアンス部会）

各社の事業

各社の事業

監査部門

国内・海外各社の
コンプライアンス

プログラム

報告

報告

報告

報告

報告

報告

報告

報告

指示

指示

指導

コンプライアンス
委員会等

コンプライアンス責任者（部門長）

コンプライアンス責任者（部門長）

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

　当社グループを取り巻く環境は、金融犯罪の高度化やサイバー攻撃の巧妙化はもとよ
り、地政学リスクの高まり、金利・為替環境の変化、各国法規制の変化などを背景に、大き
な変化の局面を迎えています。また、デジタル技術やAIの活用が事業成長の前提となる
中で、システムの安定稼働や重要なITプロジェクトの確実な管理に加え、情報管理、サー
ドパーティ委託先管理、不正利用防止、AML/CFT対応など、金融サービスに求められる
安全性・健全性への期待はこれまで以上に高まっています。
　当社グループは、前中期経営計画期間に発生した行政処分、不正利用被害、海外子会
社管理に関する課題などを重く受け止めています。一方で、新たな中期経営計画では、小
売接点、金融データ、AIをはじめとするデジタル技術を活用し、持続的な成長と企業価値
向上の実現を目指しています。こうした環境変化への対応や前中期経営計画期間の課題
を踏まえ、今後の成長戦略を着実に実現するための基盤として、「安全・安心No.1」を企
業経営の前提条件と位置付けています。
　その実現に向け、リスク管理、コンプライアンスおよびグループガバナンスの強化に取
り組んでいます。3線防衛を基本とした内部管理体制の強化、重大事案の早期把握と再
発防止、サイバーセキュリティや不正利用防止、AML/CFT対応などの高度化を進めると
ともに、内部通報制度の運用や教育・研修によるコンプライアンス態勢の強化を図ってい
ます。加えて、各社の自主性を尊重しつつグループ共通の管理基準の整備を進め、グルー
プ全体の経営管理を強化することで、グループガバナンスの実効性向上を図っています。
　今後も、リスク管理、コンプライアンスおよびグループガバナンスのさらなる強化を通じ
て、安全・安心No.1の実現とレジリエントな経営基盤の確立を図り、グループの持続的な
成長と企業価値向上に貢献してまいります。

経営管理担当役員メッセージ

リスク管理とガバナンスの
高度化を通じて、レジリエントな
経営基盤を確立する

執行役員 
経営管理担当 兼  
経営管理本部 本部長

対馬 義実

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/governance/compliance/
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/governance/compliance/
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• �コンプライアンスの体制整備・確立のため、「リスク・コンプライアンス委員会」にて当社グルー
プのコンプライアンスに関する事項を総合的・専門的に検討・審議し、関係者に必要な指示を
与え、取締役会へ必要な報告・提言を行っています。また、年度ごとに定めるコンプライアン
ス・プログラムの進捗状況、重要なコンプライアンス事案や法改正対応、研修実施状況等につ
いて、定期的に報告を受け、改善策の検討およびフォローアップを実施しています。

• �取締役会は、リスク・コンプライアンス委員会から当社グループのコンプライアンスに関する
報告や提言を受けるほか、コンプライアンスに係る重要な事項などの決定を行うこととしてい
ます。

教育と周知
　当社の従業員は、コンプライアンス意識の向上
や「イオンの基本理念」の共有を目的に、金融関連
法令、個人情報保護、ハラスメント防止、マネー・
ローンダリング防止、贈収賄防止等をテーマとし
た研修を年１回以上受講しています。グループ各社においても、「イオンの基本理念」や遵守す
べき事項の全従業員への周知、法令など制改定への対応のためのコンプライアンス教育を実
施しています。また、「コンプライアンス規程」や「コンプライアンス・マニュアル」を定めて従業員
が遵守すべき法令、具体的な留意点、違反を発見した場合の対処方法などを周知しています。

法規制違反の予防と対応
　当社グループ各社が提供するサービスには、法令に基づく許認可によるものが多くあるた
め、各国における関係法令および諸規制の改正動向をモニタリングし、事業活動や業績などへ
の影響を評価分析し、対応を行っています。また、法令等に基づく各種報告や届出事項の厳格
な期日管理を実施しています。また、当社グループ各社に対し監督官庁から行政処分や指導が
あった場合には、モニタリングや指導・支援を行っています。

反社会的勢力対応
　当社グループは「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的勢力との関係を遮断し、
断固としてこれらを排除する姿勢を従業員に明示しています。当社およびグループ各社は、反
社会的勢力に関する内部・外部情報の収集・分析を行い、当社に管理状況を報告することとし
ています。また、当社は、グループ各社の反社会的勢力の排除に係る管理状況のモニタリング
を行い、必要に応じて指示や指導を行っています。

コンプライアンス・リスク管理

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

マネー・ローンダリングおよび贈収賄の防止
　当社グループでは国内外において、国際的な要請も強いマネー・ローンダリングおよびテロ
資金供与対策のほか、外国公務員腐敗防止等の対策についても重要な経営課題として位置付
けています。また、公正かつ透明な事業活動を実践するため、官公庁等の関係者および公務員
に対する贈賄行為（ファシリテーションペイメントを含む）を例外なく禁止しており、関係法令お
よび社内規程に基づく適切な管理・教育を実施しています。当社グループコンプライアンス基
本方針に基づき、グループ各社における管理体制の整備・運用に取り組んでいます。

内部通報制度
　当社グループは、法令等に違反する行為の未然防止および早期発見を目的に、法令上疑義
のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として、当社の親会社であるイオン

（株）が設置する「イオンコンプライアンスホットライン」のほか、当社および子会社が設置する
内部通報窓口、「各社役員が関与する不正行為の通報専用窓口」等の社外通報窓口を全従業
員に周知し、通報しやすい体制を構築しており、2025年度は国内177件、海外89件の通報
を受け付けました。通報窓口では、法令違反の問題はもとより社則違反から日常業務の問題
に至るまで、各職場での解決が困難な場合に通報として取り上げ、通報者保護を徹底しなが
ら、事実調査と対応・改善解決策を講じています。通報内容は法令・社則に従い秘密として保
持し、通報者に対する不利益な取り扱いを行いません。また、国内において事業者の義務とさ
れている、職場におけるパワーハラスメントを防止する措置、公益通報者保護法に基づく対応
を実施しているほか、グローバルベースで、通報窓口による通報の受付、調査・対応・改善に
取り組んでいます。また、通報制度の実効性向上のた
め、定期的な周知活動や教育を実施するとともに、通
報案件の傾向分析や再発防止策の共有を通じて、コン
プライアンス意識の向上に努めています。

コンプライアンス研修受講率 グループ全体

2024年度 97.6％
2025年度 99.0％

内部通報制度認知率 国内グループ全体

2024年度 97.3％
2025年度 98.5％

［2025年度項目別の受付状況］

人間関係

働き方

人間関係

違反・不正

雇用関係
その他

働き方

違反・不正

雇用関係

その他

国内 海外 43%43%45%45%

29%29%29%29%

8%8%
2%2%

15%15%

8%8%
6%6%15%15%

+1.4

+1.2
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コンプライアンス・リスク管理

リスク管理について
　グローバル規模での政治・経済の変動やデジタル技術の進展など、環境変化のスピードは
加速し、不確実性や複雑性が高まっています。当社は、こうした外部環境がもたらすリスク、
脅威および機会をコントロールしながらビジネスチャンスの最大化に努めています。
　当社グループは、Our Purposeのもと継続的な価値の向上を目的に、直面するさまざまな
リスクについて総体的に捉え、適時適切な対応を行うリスク管理を推進しています。

リスク管理体制
　当社の取締役会は、リスク管理に係る最高意思決定機関として、定期的に報告を受け、基本
方針や重要事項の審議、決定を行っています。その方針のもとリスク・コンプライアンス委員会
がリスク状況のモニタリングや対応その他具体的事項の決定を担っています。専門部会は、信
用・市場・流動性リスク、オペレーショナルリスクなどの詳細な検証や分析を実施しています。
これらの活動は、収益部門から独立したリスク管理部が統括しており、COSOフレームワーク
を参照した全社的なリスク管理体制を維持・強化しています。

※�当社グループではオペレーショナルリスクを7つのカテゴリに分類し、各所管部門がリスク管理を行い、リスク管理部が総合的なオペレーショナル
リスクの把握・管理を実施しています。

財経・信用・市場・流動性リスク部会

信
用
リ
ス
ク

市
場
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

事
務
リ
ス
ク

人
的
リ
ス
ク

風
評
リ
ス
ク

法
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
リ
ス
ク

オペリスク・コンプライアンス部会

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク

システム部会

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
リ
ス
ク

サイバーセキュリティ部会

※オペレーショナルリスク管理

取締役会

リスク・コンプライアンス委員会

リスク管理部

有
形
資
産
リ
ス
ク

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

リスク管理プロセス
　当社グループでは、残存リスクに加え、事業活
動に内在する固有リスクの観点を踏まえ、リスクの
特定・分析・評価を行っています。グループ各社
は、外部環境の変化や事業戦略との関係性を考慮
しながらリスク評価を実施し、その結果をリスク・
コンプライアンス委員会で審議し、対応方針や必
要な施策を決定します。本プロセスはISO31000
を参照し、継続的な改善を図っています。
　加えて、KRI（重要リスク指標）の運用を通じて、
1線による自律的なリスク管理を推進し、グルー
プ全体のリスク感度の向上を図っています。

インシデント管理
　当社およびグループ各社では、リスク事象が顕在化した際には、被害および影響の拡大を防
止するとともに、お客さまをはじめとするステークホルダーへの迅速な対応を行います。発生
したインシデントの情報はグループ各社から当社へ報告され、必要に応じて全社的な対応が図
られます。
　インシデント発生後は、業務プロセス、組織体制、システム環境、人為的要素など多角的な観
点から原因を分析し、再発防止策を講じています。
　また、当社グループに起因しない事象であっても、ステークホルダーへの影響を重視し、誠
実かつ迅速な対応を行うことで、信頼の維持と企業責任の遂行に努めています。
　これらの対応は、リスク管理プロセスにも活かされており、組織の対応力の向上につながっ
ています。

危機管理（レジリエンス強化）
　当社グループでは、経営に重大
な影響を及ぼすインシデントを「経
営危機」と定義し、有事の際に迅速
な意思決定と業務復旧が可能な体
制を整備しています。事業継続マネ

リスク管理プロセス（PDCA）

有効性評価

対応方針策定

リスク対応の
実施モニタリング報告・改善

リスクアセスメント

リスクの
特定

リスクの
分析

リスクの
評価

BCP訓練回数（国内） イオングループ合同 当社グループ合同

2024年度実績 2回 2回
2025年度実績 2回 2回
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ジメントシステム（BCMS）の構築を推進し、組織のレジリエンスの強化に取り組んでいます。
具体的には、事業継続計画（BCP）の策定を通じて、有事の際の業務の優先順位や必要な経営資
源をあらかじめ整理し、迅速かつ的確な対応を図っています。また、平時からの備えとして、経
営危機を想定した演習や訓練を実施し、体制の実効性を検証・維持しています。

リスク認識
　外部環境の変化や当社グループで顕在化した事象を踏まえ、以下のリスクの高まりを認識し
ています。

海外子会社における会計不正リスク
　買収前の情報開示に不適切な処理が含まれていた事案を踏まえ、海外M&Aにおける情報
信頼性やガバナンス体制に関するリスクを認識しています。

レピュテーションリスク
　不正利用や情報開示の遅れなどにより、顧客やステークホルダーからの信頼が毀損される
リスクを認識しています。SNSなどによる情報拡散の加速により、企業対応の初動がブランド
価値に直結する可能性が高まっています。

サードパーティリスク
　金融サービスの提供において、業務委託先やクラウドサービスを含むサードパーティは重要
な役割を担っています。一方で、それらに起因するシステム障害や情報漏洩などが、当社グルー
プの事業運営やサービス提供に影響を及ぼすリスクを認識しています。

サイバーセキュリティリスク
　不正アクセスや情報漏洩、システム障害などのサイバーセキュリティリスクを認識しています。
また、攻撃対象は当社グループのみならず、委託先やサプライチェーンにも広がっています。
これらの事象は、お客さま情報の保護やサービス提供に影響を及ぼすほか、当社グループの信
用や企業価値に影響を及ぼす可能性があります。

重要なITプロジェクトに関するリスク
　DX推進や基幹システム更改などの重要プロジェクトにおいて、開発遅延や品質不具合が発
⽣した場合、サービス提供や業績に影響を及ぼす可能性があります。

コンプライアンス・リスク管理

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

システムサービスの中断や誤作動に関するリスク
　システム障害や⾃然災害、⼈為的ミスなどによりサービスが停⽌・中断した場合、お客さまへ
のサービス提供や事業継続に影響を及ぼす可能性があります。

マネー・ローンダリングおよびテロ資⾦供与に関するリスク
　AML/CFTに関する法規制への対応が不⼗分な場合、⾏政処分やレピュテーション低下につ
ながる可能性があります。

法規制違反リスク
　各国・地域の法令や規制への対応不⾜、または法令違反が発⽣した場合、事業活動の制限や
企業価値の毀損につながる可能性があります。

信⽤リスク
　景気悪化やお客さまの信⽤状況の変化により与信費⽤が増加した場合、業績や財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

外部不正に関するリスク
　フィッシング詐欺や不正アクセスなど⾦融犯罪の⾼度化により、お客さま被害やブランド価値
の毀損が発⽣する可能性があります。

情報セキュリティリスク
　個⼈情報を含む重要情報の漏えいや改ざん、毀損などが発⽣した場合、事業運営や社会的
信⽤に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社および当社グループの事業等のリスクについて、投資者の投資判断上重要である
と考えられるリスク事項を「特に重要なリスク」「重要なリスク」として以下のHPに掲載しています。

事業等のリスク
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/risk/
※�これらは、2026年5月19日（有価証券報告書提出日）現在において判断したものです。 

なお、当社グループの事業に関する全てのリスクを網羅的に記述したものではありません。

https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/risk/
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/risk/
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ステークホルダーとの対話
　当社グループは、「持続可能な社会の実現」と「企業価値の向上」の両立を
目指し、お客さま、株主・投資家さま、お取引先さま、地域社会、従業員など、
さまざまなステークホルダーとの対話を重視しています。
　対話を通じていただいたご意見やご期待を経営に反映し、事業活動や情
報開示の改善につなげることで、持続的な成長と社会課題の解決に取り組ん
でいます。

当社のマルチステークホルダー方針はこちら
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/stockholder/

ステークホルダーとの対話の機会

株主・投資家との対話の実施状況
　当社では、株主をはじめとする投資家の皆さまとの責任ある対話を行っています。対話を通じていただいたご意見については、
取締役や社内関係者に共有し、経営戦略などに活用することで持続的な企業価値向上につなげています。

経営陣と株主・投資家の対話プロセス

取締役会 
経営会議

その他社内会議

広報IR部・関係部門

株主・投資家

経営陣

経営施策の改善
開示内容の充実対話

対話内容の
フィードバック

対話

対話の機会 株主総会、四半期決算説明会、個人投資家説明会
個別ミーティング（IR/SR）、ESGミーティング、カンファレンス

主な対応者 代表取締役、財務経理担当・経営企画担当執行役員、部門長、広報IR部

対話を実施した株主の概要 国内外のファンドマネージャー、アナリスト、ESG担当、議決権行使担当者、個人株主

対話の実績（2025年度）
株主総会
機関投資家・アナリスト向け決算説明会　回数：4回、参加者数：306人
機関投資家・アナリスト向け個別ミーティング　実施回数：のべ214回
個人投資家向け説明会　回数：1回、参加者数：51人

対話の主なテーマや関心事項

• 中期経営計画（2026年度～2030年度）の方向性や開示KPIについて
• 国内事業の収益性回復/海外の事業拡大に向けた施策
• 販促費や将来投資の適正投下など、コストコントロールの考え方
• 企業価値に対する会社の認識と企業価値向上に向けた取り組み状況
• 不祥事案に対する取り組みと進捗状況
• 株主還元に対する考え方
• 親子上場/少数株主の権利保護に対する考え方

社内フィードバック実施状況
• 四半期決算ごとに投資家フィードバックを取りまとめ、取締役会や経営会議に報告
• 社内会議体などを通じて、随時経営層へのフィードバックを実施
• AFSアカデミー講座やグループ社内報を通じて、従業員へフィードバック

その他

• �ディスクロージャーポリシーを作成し、基本方針、情報開示の基準、情報開示方法、IR
自粛期間について公表

• �コーポレートサイトに統合報告書、月次報告、決算等各種資料に加え、決算説明会の音
声配信および説明会の質疑応答内容を開示

• コーポレートサイトの英語版に各種資料を英文にて開示

代表取締役とのスモールミーティング

対話

お客さま

取引先株主・
投資家

地域社会 従業員自治体連携
地域課題への対応

株主総会
決算説明会
個人投資家説明会
個別ミーティング

タウンホールミーティング
エンゲージメント調査
労使協議

定例ミーティング
個別問い合わせ
取引先アンケート

店舗、カウンター
コンタクトセンター
Web、問い合わせ
アンケート

個人投資家向け説明会

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/stockholder/
https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/social/stockholder/
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社外からの評価
（2026年8月31日現在）

FTSE4Good Developed Index
FTSE4Good Japan Index

Morningstar Japan ex-REIT 
Gender Diversity Tilt Index

日興 アイ・アール（株）
優秀サイト

健康経営優良法人
2025

D&Iアワード
ベストワークプレイス

PREDE指標
シルバー

DX認定

S&P/JPX 
Carbon Efficient Index

MSCI 日本株 
女性活躍指数（WIN）

FTSE JPX Blossom 
Japan Index

S&P Global

FTSE JPX Blossom Japan 
Sector Relative Index

格付機関 長期 短期

日本格付研究所（JCR） A
（安定的） J-1

格付投資情報センター（R&I） A-
（安定的） a-1

※�当社のMSCI指数への組入れ、およびMSCIのロゴ、商標、サービスマーク、または指数
名称の使用は、MSCIまたはその関連会社による当社のスポンサーシップ、承認、また
は促進を構成するものではありません。MSCIインデックスはMSCI指数の独占的財産
です。MSCIおよびMSCIインデックス名およびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商
標またはサービスマークです。

株価指数 株価指数格付情報

その他

イオンフィナンシャルサービス AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO., LTD.

�AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO., LTD.の 
その他ESG関連受賞についてはこちらP.31

SET ESG Ratings

MSCI ESG Ratings AA

株価指数

AEON THANA SINSAP （THAILAND） PCL.

FTSE4Good Brusa 
Malaysia Index

MSCI ESG Ratings AA

株価指数

AEON CREDIT SERVICE （M） BEHAD

レジリエントな経営基盤の確立マテリアリティ 3
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　当社は、2021年11月、気候関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD）へ賛同を表明し、マテリアリ
ティで特定した「気候変動等への対応」の方針を明
確化しています。

ガバナンス
　当社は、サステナビリティ経営により企業価値の最大化を図ることを目的に取締役会からの
委嘱を受けてサステナビリティ委員会を設置しています。「サステナビリティ基本方針」の決定お
よび改定、ならびに中長期および年度活動計画の決定など、気候変動への対応を含むサステ
ナビリティに係る重要事項については、サステナビリティ委員会における審議を経たうえで取締
役会決議事項としています。取締役会は、サステナビリティに関する重要事項について、関係
者に必要な指導・助言を与えています。
　サステナビリティ委員会は、社会的観点から当社グループの重要課題（マテリアリティ）に対し
てガバナンスを効かせ、具体的な目標や施策に係る実行計画について、検討・審議を行うとと
もに、実行計画に基づき、当社グループによる取り組みやその進捗状況に関する継続的なモニ
タリング、フォローアップ（指導・助言）を行います。さらに、全社横断で課題へ対応するため、
当社各部門ならびに当社グループ各社を指導し、施策の実行を統括・支援するとともに、サス
テナビリティに関する事項を総合的・専門的に協議・検討します。また、サステナビリティ委員会
は取締役会からの委嘱事項について、取締役会に報告を行っています。
　実践に向けた具体的な目標や施策に係る実行計画について、グループ一体となって推進す
るため、サステナビリティ委員会下にサステナビリティ部会を設置しています。ビジネスモデル
の転換により事業活動を通じた資源の有効活用を進めるとともに、当社グループの提供する商
品やサービスを通じ、お客さまや地域コミュニティと一体となって脱炭素化に取り組んでまいり

ます。また、当社グループ従業員一人ひとりの環境保全意識を高め、主体性の発揮を促進して
まいります。

サステナビリティ推進体制図についてはP.46参照

戦略
　当社グループは、誰もが心豊かで幸せに暮らせる持続可能な社会の実現、平和に貢献するこ
とを目指し、サステナビリティ経営を推進しています。その実現に向け、2021年11月、中長期
的に当社事業に影響を及ぼす重要な社会課題（マテリアリティ）を特定しています。マテリアリティ
は「革新的な金融サービスを通じた幸せの追求」「人材の多様性と可能性の発揮」「レジリエントな
経営基盤の確立」「気候変動等への対応」の4つの分野に体系的に分類することで課題を明確化
するとともに、これらの解決に向けた指標とロードマップを設定し、具体的に推進しています。
　「気候変動等への対応」については、お客さまの生活や健康、地域経済ならびに社会の発展
に多大な影響を及ぼすことを認識し、脱炭素社会の構築に向けたガバナンスや戦略、目標設定
を通じた強靭性確保に努めています。気候変動関連リスクのマネジメントの一環として、気候変
動がもたらす当社グループ事業への影響評価を目的とした、「1.5℃シナリオ」と「４℃シナリオ」
の２つのシナリオによる気候変動関連リスク・機会のシナリオ分析を行っています。具体的には、
気候変動に由来する中長期的なリスク項目を移行リスクと物理的リスクおよび機会に整理し、
各項目の当社グループへの影響を評価し、影響が大きいと考えられるものを「重大リスク/機会
項目」としています。その後、各項目をその影響が及ぶと考えられる時間軸別に短期・中期・長
期の枠組みで整理しています。
　また、これらの分析結果を踏まえ、脱炭素社会への移行を新たな事業機会と捉え、環境配慮
型商品・サービスの拡充や、温室効果ガス排出削減に資する取り組みの強化を通じて、中長期
的な成長につなげることを検討しています。

気候変動等への対応（TCFD提言を踏まえた取り組み）

脱炭素社会に資する金融サービスを提供する
イオングループでは、地球環境および人間社会に大きな影響をもたらす気候変動の問題に早くから取り組み、2040年度を
めどに店舗で排出するCO2などを総量でゼロにすることを目指す「イオン脱炭素ビジョン」を掲げています。
当社グループにおいても環境方針のもと、持続可能な社会の実現に向け、事業が環境に与える影響を意識し､ 自ら積極的・
継続的に取り組みを進めています。

気候変動等への対応マテリアリティ 4
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移行リスク
　移行リスクとは、気候変動政策および規制や、技術開発、市場動向、市場における評価等の
変化によって事業や財務に影響を及ぼすリスクを指します。脱炭素社会への移行にあたっては、
炭素税の導入、再生可能エネルギーや電気自動車に対する優遇措置など法や規制の変化によ
り、税負担やエネルギー価格の高騰、与信関係費用の増加や資金調達コストの増加による財務
的な影響が考えられます。また、そのような中で気候変動を含むサステナビリティへの取り組み
に消極的であると、市場からの信頼を失い企業価値が低下するおそれ等が考えられます。

物理的リスク
　物理的リスクとは、気候変動によってもたらされる災害等により、事業や資産に対する急性
あるいは慢性的な影響を及ぼすリスクを指します。異常気象による洪水などによりお客さまや
従業員の生活が損なわれるのみならず、店舗等の資産に直接的被害が生じる可能性がありま
す。また、クレジットカードや銀行システムが寸断されるなど金融インフラサービスの維持が困
難となり、その復旧・対策のためのコストが増加するリスク等が考えられます。

機会
　脱炭素社会の実現にあたって、環境に対する意識の拡大や大規模な事業設備ニーズが生ま
れるものと考えられます。当社グループは、脱炭素関連設備や住宅への融資、リース等をはじ
め、お客さまに対する環境負荷に配慮した新たな金融サービスの提供を通して事業機会が増大
すると考えています。また、再生可能エネルギーの利用、低炭素素材への切り替え等により、当
社グループ事業におけるコスト削減や収益増といった財務上の効果につなげてまいります。

リスク管理
　当社は、当社グループが直面するさまざまなリスクについて、リスクカテゴリーごとに評価し
たリスクを可能な限り一貫した考え方に基づいて相対的に捉え、より確実かつ継続的な企業価
値の向上に貢献することを目的とするリスク管理を推進しています。
　当社は、TCFDに沿ったリスクの把握・評価や情報開示の拡充に努めており、当社グループの
マテリアリティで特定している通り、「気候変動等への対応」を重要な位置付けとしています。
　気候変動を含む多様なリスクについてリスクカテゴリーごとに評価し、リスク管理の高度化を
進めています。この中で「リスク特定・評価」「コントロールの評価」「リスク評価」からなる一連の
リスクマネジメントプロセスを構築しています。特定したリスク項目と機会項目を当社グループ
の事業計画に反映させるべく、サステナビリティ委員会の指示・監督のもと、サステナビリティ
部会における議論を通じて事業部門への潜在的な影響の規模や範囲を評価することとしてい
ます。

気候変動に伴う重大リスクと機会項目と影響レベル

大分類 中分類 小分類 影響 時間軸 1.5℃
シナリオ

4℃
シナリオ

移行
リスク

政策・法規制 炭素税の導入 炭素税による増税 短～長期 大 中

市場 再エネ価格上昇 再エネ調達によるエネルギーコ
ストの増加 短～長期 大 中

物理的
リスク

急性

台風やサイクロ
ン、洪水などの

自然災害の
苛烈化

インフラや施設・設備への被害
ごとに伴うコスト増大、事業展
開地域における債権回収リスク
増大、保険料の増加、保険商品
提供可能性の低下

中～長期

中 大

慢性 平均気温上昇、
海水面上昇 中 大

機会

エネルギー 炭素税導入

GHG排出量削減による炭素税
導入の影響低減

（例：リサイクルPVC素材を活用
したイオンカードの発行、エネ
ルギー効率の良いビルへの事
務所移転）

短～長期 大 中

製品・
サービス

気候変動に関連
する商品への

需要増加

新商品開発・販売による収益増
（例：脱炭素型住宅（ZEH）の住

宅ローンと電気自動車（EV）の
マイカーローンのセット商品）

中～長期 大 中

気候変動等への対応（TCFD提言を踏まえた取り組み）

気候変動等への対応マテリアリティ 4
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指標と目標
　当社グループでは、気候変動関連のリスクおよび機会を評価・管理するために温室効果ガス（GHG）排出量の測定・把握を行っています。
今後は、世界全体のGHG削減に貢献するべく、事業活動に伴う環境負荷の適切な削減目標と指標の設定を行ってまいります。

当社グループにおける主な気候関連の指標
指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 前年差

グループ全体のGHG排出量（Scope1、2） 16,373トン 14,455トン 12,059トン※１ 10,846トン※１ 11,11９トン※１ +27３トン

営業車に占めるハイブリッド自動車台数の割合 43.90％ 53.11％ 34.04％ 54.85％ 54.23% △0.62%

クレジットカード
利用明細書
Web明細比率※2

国内 83.97％ 85.12％ 85.92％ 86.62% 87.50% ＋0.87%

海外 － 64.69％ 75.39％ 83.57％ 85.83% ＋2.25%

全体 83.97％ 78.48％ 82.08％ 85.58％ 86.87% ＋1.29%

（Scope3）
指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 前年差

クレジットカード
紙明細による排出※2

国内 12,037トン 11,421トン 11,184トン 10,776トン 10,218トン △558トン

海外 －トン 13,043トン 11,242トン 6,818トン 6,861トン ＋４４トン

全体 12,037トン 24,464トン 22,426トン 17,594トン 1７,０７９トン △５１４トン

プリンター使用に係る排出（上流・下流） 287トン 370トン 239トン 268トン 185トン △83トン

データセンターの運営・維持に係る排出※3 4,794トン 4,534トン 4,729トン 4,550トン 3,592トン △959トン

Scope3　合計 17,118トン 29,368トン 27,394トン 22,412トン 20,856トン △1,556トン

当社グループにおける温室効果ガス(GHG)排出量
（Scope1、2）

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 前年差

Scope1（燃料消費による直接的排出） 3,332トン 2,783トン 2,548トン 2,642トン 2,62５トン △１７トン

Scope2（電気使用による間接的排出） 13,041トン 11,672トン 10,389トン 8,765トン 10,61３トン +1,848トン

Scope1、2 合計 16,373トン 14,455トン 12,059トン※１ 10,846トン※１ 11,11９トン※１ +27３トン

■�当社グループでは、GHG排出量をGHGプロトコルのメソドロ
ジーに則り計算しています。

■�集計対象は国内グループ各社および海外上場３社です。
■�算定範囲・方法の違いにより、一部の海外上場会社の開示値

と異なる場合があります。

「グループ全体のGHG排出量Scope1.2」、「Scope1.2合計」
	 ※１  �AEON CREDIT SERVICE （M） BERHADのオフ

セットを差し引いています。

「クレジットカード利用明細書Web明細比率」、
「クレジットカード紙明細による排出」

	 ※２  �集計対象：イオンフィナンシャルサービス（株）、
AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO.,LTD、 
AEON THANA SINSAP （THAILAND） PCL.
AEON CREDIT SERVICE （M） BERHAD 

（2024年度および202５年度排出無のため対象外）

「データセンターの運営・維持に係る排出」
	 ※３  �集計対象：イオンフィナンシャルサービス（株）、（株）イ

オン銀行、AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO., 
LTD（2023年度から対象）

■�上記以外の集計は下記グループ会社です。
イオンフィナンシャルサービス（株）、（株）イオン銀行、イオン保険
サービス（株）、イオン少額短期保険（株）、イオン住宅ローンサー
ビス（株）、エー・シー・エス債権管理回収（株）、フェリカポケット
マーケティング（株）、ACSリース（株）、AEON CREDIT 
SERVICE （ASIA） CO., LTD、AEON THANA SINSAP 
THAILAND） PCL. AEON CREDIT SERVICE （M） BERHAD

気候変動等への対応（TCFD提言を踏まえた取り組み）

気候変動等への対応マテリアリティ 4
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環境負荷低減の取り組み
　当社グループは、ペーパーレス推進の取り組みや環境に配慮した商品・サービスの提供を、
各社において進めています。

クレジットカードに環境配慮型素材を採用
　イオンカードはPET-G素材を使用しています。PET-Gは塩素を含まない素材で、燃やしても
塩素系ガス（ダイオキシン）が発生せず、完全燃焼させることにより水と二酸化炭素に分解され
ます。
　また、イオンカードセレクトには、リサイクルプラスチック素材（リサイクルポリ塩化ビニール）
を採択し、環境に配慮したカードへの切り替えを実施しています。

イオンカードWeb明細（環境宣言）の推進
　2019年より、イオンカードのご利用明細をWebまたはスマート
フォンアプリで確認いただくことができる「Web明細」を基本サービ
ス化しています。これにより、封筒１通につき500gのCO₂排出量の
削減につながっています。
クレジットカード利用明細書　Web明細比率はこちら P.85

イオン銀行 通帳アプリ
　（株）イオン銀行では、2007年の開業当初より紙の通帳は発行して
おらず、預金残高・入出金明細は「イオン銀行通帳アプリ」で簡単・便
利にご確認いただけます。また、2026年9月より、スマホ認証（FIDO
認証）の導入により、安全性と利便性を高めるとともに、振込および
定期預金の預入がアプリ上で完結できるようになりました。

イオン銀行ATMでイオンカードの磁気復元サービス
　イオン銀行ATMではイオンカードの磁気不良を復元できるサービスを導入しています。お客
さまの利便性の向上とともに、カード再発行にかかる環境負荷の低減につなげています。
　また、2026年2月、省資源化を目的に店舗外ATMの現金封筒の設置を終了し、封筒設置数
の9割を削減しました。

環境貢献型カードの発行
　コスモ石油マーケティング（株）との提携により発行する「コスモ・ザ・カード・
オーパス『エコ』」は、コスモエネルギーホールディングス（株）が運営する

「COSMOエコ基金」の活動を支援する環境貢献型カードです。お客さまの日
常的な利用を環境保全活動の支援につなげ、持続可能な社会の実現に貢献し
ています。
コスモ・ザ・カード・オーパス「エコ」の詳細はこちら

https://www.aeon.co.jp/campaign/lp/cosmo_shintokuten_opuseco_main/

環境配慮型住宅を対象とした住宅ローン金利優遇
　（株）イオン銀行は、2025年３月より、住宅ローンにてZEHをはじめとする消費エネルギーを
抑え、断熱、日射遮蔽、気密に特化した環境配慮型住宅を購入・建築するお客さまへ住宅ローン
の金利優遇を開始しました。本取り組みにより、お客さまの多様なニーズにお応えできるととも
に、より多くのお客さまに環境配慮型住宅をご検討いただける機会が増え、脱炭素社会の実現
に貢献できるものと考えています。

AEON CREDIT SERVICE （ASIA）グリーンパーソナルローン
　AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO., LTD.は、2025年6月に「AEON Green Personal 
Loan」を開始しました。本ローンは、電気自動車（EV）の購入やEV充電設備、家庭用太陽光発
電システムの導入に向けた資金ニーズに応える
ことで、お客さまの環境配慮型ライフスタイルへ
の移行を支援しています。グリーン消費へのニー
ズに応えながら、脱炭素社会の実現に向けた持
続可能な金融サービスの提供を推進しています。

海外各国アプリ 
　海外各国においてもアプリを活用したカードレス化、ペーパーレス化を進めています。タイの
現地法人AEON THANA SINSAP （THAILAND） PCL.では個品割賦のメンバー会員さまを対
象に2022年５月よりアプリによる完全カードレスへの移行を完了し、2024年11月には完全デ
ジタルクレジットカードの発行を開始しています。
タイにおけるデジタル化の取り組み事例はこちら P.40

環境配慮型商品・サービスの提供
気候変動等への対応マテリアリティ 4

https://www.aeon.co.jp/campaign/lp/cosmo_shintokuten_opuseco_main/
https://www.aeon.co.jp/campaign/lp/cosmo_shintokuten_opuseco_main/
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イオン銀行太陽光クラブ
　（株）イオン銀行は、2024年4月より、カーボンニュートラルな社会づくりに貢献する取り組
みとして、イオン銀行住宅ローンなどのご契約者さまのうち太陽光発電設備を設置されるお
客さまを対象とした「イオン銀行太陽光クラブ」を開始しています。本クラブでは、会員のお客
さまが太陽光発電により削減した温室効果ガス排出量（環境価値）を取りまとめ、J－クレジット
制度による認証を取得することで、地球温暖化対策や脱炭素社会の実現に向けた取り組みを
推進しています。本取り組みにより発行されたクレジットは、原則イオン銀行をはじめとする
イオングループのカーボン・オフセットに活用しています。
　また、会員となるお客さまには、特典として会員期間中、毎年1,500 WAON POINTを進
呈しています。本取り組みを通じて、お客さまに環境価値の「見える化」を実感いただくことで、
脱炭素社会の実現に向けた行動変容を促し、カーボンニュートラルな社会づくりへの参画を支
援しています。

イオン ハートフル・ボランティアの取り組み
　当社は、イオングループの一員として「イオン ハートフル・ボラン
ティア」に参加し、それぞれの地域が抱える環境・社会課題の解決
に向けて、地域のステークホルダーの皆さまとともに、地域に根ざ
した継続的なボランティア活動を推進しています。

　「イオン・デー」としての社会貢献活動も20年を超え、今までの活動や東北復興支援から従業
員が得た学びと知見を、「イオン ハートフル・ボランティア」としての活動に活かし、全国の事業
エリアで、地域の社会課題解決へ向けての取り組みを進めています。

綿花収穫ボランティア
　2011年の東日本大震災での津波により稲作が困難となった福島県いわき市の農地におい
て、塩害に強い綿を栽培・収穫し製品化することで、農業の再生と地域の雇用を生み出すことを
目的とした取り組みに賛同し、地域支援として、一般社団法人ふくしまオーガニックコットンプロ
ジェクトご協力のもと、ふくしまオーガニックコットンプロジェクトの綿花収穫ボランティア活動
を行っています。2025年度は通算7回目の開催となり、当社グループの従業員に加えて、
イオンチアーズクラブと東
北に拠点のあるイオン東北

（株）、（株）サンデーが参加し
ました。綿花の収穫や糸紡
ぎなどを体験するとともに、
地域との交流を通じて、震
災復興支援への理解を深め
る機会となりました。

イオン ハートフル・ボランティア

基本コンセプト
イオンの基本理念である、お客さまを原点に「平和」を追求し、「人間」を尊重し、「地域社会」に貢献
するため、イオンピープルが経営活動で得たさまざまな資源を活かし、地域の社会課題解決へ向
け、ボランティア活動を推進します。

目的
イオンでは、2001年より毎月11日を「イオン・デー」と定め、「イオン基本理念」を具現化すべく、クリー
ン＆グリーン活動を進めています。また、2011年の東日本大震災への復興支援活動「イオン 心をつ
なぐプロジェクト」の取り組みなど、多くの従業員ボランティア活動を継続しています。

プログラム型
プロジェクト承認

お客さま イオン銀行 J－クレジット
制度

会員 プログラム型運営・管理者 J－クレジット制度管理者

「イオン銀行太陽光クラブ」
会員

❶
住宅ローン・

ソーラーローン契約

❷
初回サービス利用申込·
実績報告（毎年4月）

Web申込·報告システム
（イオン銀行HP経由）

❸
WAON POINT進呈
（年間1,500pt）

「イオン銀行太陽光クラブ」
運営・管理

❹
クレジット化の
認証申請

❺
クレジット発行
（環境価値を
クレジット化）

❻
発行されたクレジットの活用
イオン銀行の排出量オフセット

当該事業は、Jークレジット制度に
登録されたプロジェクトとして、地
球温暖化対策に貢献しています。

環境配慮型商品・サービスの提供

気候変動等への対応マテリアリティ 4
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クリーン&グリーン活動
　国内では、毎月11日を「イオン・デー」と定め、オフィ
スや店舗周辺においてイオングループ従業員とともにク
リーン活動を実施しています。
　また、海外各国においても、街中や海岸などで地域に
根ざしたクリーン活動を展開しています。ラオスの現地
法 人AEON LEASING SERVICE (LAO) CO., LTD.
は、2025年11月、首都ヴィエンチャン市の都市開発管
理局と協力し、タートルアン祭り後の市内の清掃活動を
実施しました。

「スポGOMI」開催
　一般財団法人日本財団スポGOMI連盟と連携し、大
阪府堺市の大泉緑地公園および周辺地域で「スポ
GOMI＠大阪」を開催しました。当社グループの従業員
とその家族39名が参加し、スポーツとしてごみ拾いを
楽しみながら、地域の環境美化に貢献するとともに、環
境意識の向上を図りました。

ボッチャ体験会の開催
　イオン社会福祉基金が主催する「イオン de パラスポ」
をイオンモール幕張新都心、イオンモールむさし村山お
よびイオンモール長久手で開催し、当社グループ従業
員が運営に参画しました。ボッチャ体験を通じて、「心の
バリアフリー」への理解を深め、多様性を認め合い支え
合う共生社会の実現に貢献しました。

社会福祉活動の推進
　イオングループは、社会福祉施設との交流活動を推
進し、障がい者支援施設への訪問やボランティア活動
を通じて、従業員の相互理解や地域共生社会の実現に
取り組んでいます。
　当社は、2025年度に43施設と交流し、1,036,937
円の給付金を活用した支援を実施しました。

　（株）イオン銀行では、障がいのある方々の社会活動へ
の参加促進と障がい者福祉の向上を目的に、特別支援学
校の高校生を対象とした体験型金融授業を提供していま
す。卒業後のキャリア支援の一環として、イオングループ
各社と連携し、ショッピングセンターにおいて金融への
理解を深める機会を創出しています。

　イオン保険サービス（株）では、チューリッヒ保険会社
とともに、地域社会への貢献活動の一環として、障がい
のある方とそのご家族を招待する貸切映画鑑賞会を
開催しました。本活動は、イオンエンターテイメント（株）
ご協力のもと、イオンシネマの１スクリーンを貸し切り、
認定特定非営利活動法人Hands On Tokyoと連携し
て実施しています。
　会場では、ポップコーンやドリンクを購入するなど、
映画館での一連の体験を通じて、参加者とご家族に楽
しんでいただきました。

環境保全・社会貢献活動の推進

社会福祉施設での交流会

イオン銀行の体験型金融授業

イオンシネマでの映画観賞会

気候変動等への対応マテリアリティ 4
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海外の地域福祉支援活動
　海外各国においても、現地の病院や地域団体へ
の寄付・寄贈など、地域に根ざしたさまざまな支援
活動を行っています。
　中国・深圳の現地法人AEON MICRO FINANCE 
(SHENZHEN) CO. ,  LTD. お よ び AEON 
INFORMATION SERVICE (SHENZHEN) CO., 
LTD.は、現地の社会福祉団体と連携し、2025年中
秋節にチャリティ活動を実施しました。高齢者世帯へ
の生活必需品の提供や交流を通じて、地域コミュニ
ティにおける高齢者支援に取り組みました。

植樹・育樹活動の取り組み
　当社グループは、国内外において、植樹・育樹活動に積極的に参画しています。

「イオンの森づくり」植樹活動への参画
　当社は2021年より、従業員による森づくりの推
進や環境教育ならびに里山・森林活動の普及・啓
発を目的に、公益財団法人イオン環境財団が進める

「イオンの森づくり」に参画し、千葉県君津市や宮城
県亘理町において、従業員とその家族がボランティ
アとして補植や下草刈りなどの森づくりに取り組ん
でいます。また、2024年より、アプリを活用して森
に生息する動植物の調査を実施するなど、森の生
物多様性を実感する活動も行っています。

海外における環境保全活動
　海外においても、イオン環境財団や地域
と連携し、植樹・育樹活動を行っています。
　インドネシアでは、森林再生と環境保全
を目的に、現地法人PT. AEON CREDIT 
SERVICE INDONESIAの従業員22人が
参加し、洪水や土壌侵食の防止に向けた植
樹活動を行いました。地域社会と連携しな
がら自然環境の保全に取り組み、持続可能
な地域づくりに貢献しています。

　また、カンボジアでは、2026年7月に
シェムリアップで開催された、イオン環
境財団主催の「第2回アンコール イオン  
ネイチャーパーク植樹」に参加しました。
本活動は、世界遺産アンコール・トム遺跡
周辺の環境保全と生物多様性保全を目的
としたもので、日本とカンボジアから約
800人が 参加し10,000本を植樹しまし
た。現地法人AEON SPECIALIZED BANK

（CAMBODIA） PCLの従業員も参加し、
地域社会と連携しながら森林再生と持続可
能な環境づくりに取り組んでいます。

環境保全・社会貢献活動の推進

■ 環境社会貢献活動参加のべ人数（国内合計）	 2024年度　4,692人
	 2025年度　4,075人

■ 君津イオンの森　植樹・育樹活動	 累計活動回数　27回
■ 亘理イオンの森　植樹・育樹活動	 累計活動回数　13回 （2026年8月末時点） 当社グループのサステナビリティ活動についてはこちらをご覧ください

https://www.aeonfinancial.co.jp/activity/community/

インドネシアでの植樹活動

カンボジアでの植樹活動
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